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透明性、統一的行政、司法審査

［加盟に伴う約束］
中国は、措置の内容の合理性、客観性、公平性

の確保を規定したGATT第 10 条及び GATS第 6

条等の規定に基づく義務を負うことになるとともに、

加盟議定書等において、①WTO協定が中国の関

税地域全体に適用されること、②中央政府のみな

らず地方政府においてもWTO上の義務を遵守する

こと、③モノ・サービスの貿易、TRIPS又は外国

為替管理に関係する法令や措置を統一的、公平か

つ合理的に適用・運用すること、④かかる法令や

措置のうち、公表され、かつ他のWTO加盟国が

容易に入手可能なもののみが実施されること、⑤貿

易に影響を及ぼすすべての行政行為について、行

政府から独立した司法機関による審査の対象とする

こと等を具体的に約束した。また、⑥貿易関連制度

の不統一な適用があった場合についての苦情申立て

メカニズム、透明性確保のための公式定期刊行物

の発行・照会所の設置等も約束している。

［実施状況・問題点］
（1）透明性
＜実施状況＞

中国では、従来公表されない法令も多く、公表さ

れているものについても、特に地方レベルの規則は

入手が困難なことがあった。また、公布から施行ま

での期間が短く、企業が新しい制度に対応する準

備の時間が十分にとれないことも多かった。

近年では、官報やインターネットを通じた法令公

表の積極化、商務部世貿組織通報諮詢局（世界貿

易機関通報照会局）の設置、法令公布前に意見

聴取期間設定及び公聴会開催を認める条例の発布

等、透明性向上に向けた努力を払っており、一定の

改善が見られる。立法面では、2008 年 5月に『政

府情報公開条例（国務院）』が実施され、同条例

によると、行政機関の組織設置、職能、事務プロ

セス等を含め一定の情報を公報や政府ウェブサイ

トなど公衆が知りやすい形で公開すべきと規定して

おり、一部の中央官庁や地方政府（省、市）が予

算情報を公開するようになった。司法レベルでも、

2009 年 12月に、最高人民法院が『司法公開に関

する六規定』と『ニュースメディア世論の人民法院

監督に関する若干規定』を公布し、各レベルの法

院に対して立件、裁判、執行、公聴、記録、審理

事務を公開すること、並びにメディアによる世論監

督を積極的に受け入れることを要請した。

＜国際ルール上の問題点＞

上記の政府情報公開条例実施後も実施細則等含

め未だに公開に当たっての行政体制が整っていない

こと、土地開発使用状況など公衆が強い関心を持っ

ている情報はあまり公開していないこと、また一部

の地方都市において、国家機密に該当するあるいは

申請された情報が存在しないといった理由で十分

に公開が進んでいないとも言える。また、パブリッ

クコメントが実施されていたとしても、その期間が

短かったり、周知が徹底していなかったりする例が

見受けられる。これらがWTO協定の所管事項に

関わるものである場合は、措置の客観性・公平性

の確保を規定したGATT第 10 条又はGATS第 6

条、また、透明性確保を規定した加盟議定書第 2

条に違反する可能性がある。

○輸出増値税還付率変動

中国の輸出時の増値税還付については、還付率

の調整が頻繁になされており、特に金融危機を受け

て、中国は増値税の輸出還付率を引き上げる方向に

あるが、未だに法令の公布と発効の時期は非常に

短く、例えば 2008 年 11月17日に公布した 3,770

商品の輸出還付率の法令は 12月1日にすぐに施行

され、12月29日に公布した『財政部・国家税務総

局による提高一部機械電気製品の輸出還付率の通

知』は 2009 年 1月1日にすぐに発効するとされた。

2009 年も4回にわたって製品の輸出増値税還付

率を引き上げた。これらの法令は公布から発効ま

での期間が短く、最長でも4日だけ、最短は発効
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期日が公布期日よりも早かった。例えば、財政部が

2009 年 2月 5日に、繊維製品・衣類の輸出増値税

還付率を14％から15％に引き上げると発表したが、

実行開始日は 2009 年 2月1日に遡るとした。こう

した状況では、企業は政策の変更に余裕を持って

対応することはできない。2010 年 7月15日に施行

された一部商品の輸出税増値税還付撤廃について

は、関連法令が 6月22日に公布され、公布から発

効までの期間が 20日までと以前より改善されたもの

の、未だ十分とはいえない。

規制・措置の急激な変更については、企業の予

見可能性を奪うものであり、経営に与える影響が大

きいことから、投資リスクとして意識する向きが強く

なっている。我が国も過去の日中経済パートナーシッ

プ協議において問題点を指摘したところであるが、

中国の経済・貿易政策が、透明性と予見可能性をもっ

て運営されることが求められる。

また、補助金協定上、間接税の払戻しは原則と

して補助金とはみなされないため、増値税の還付自

体は形式的には補助金協定に違反しない。しかし、

上記のとおり頻繁に還付率を変更していることから

事実上産業政策の一環として恣意的に間接税を操

作しているとも考えられるため、仕向地主義（最終

消費者の所在地である仕向地国が課税権限を有す

るという考え方）という同協定附属書の背景にある

考え方と相容れず、実質的に輸出補助金であるとし

て補助金協定違反を問える可能性がある。

 

（2）統一的行政
＜実施状況＞

外資企業が事業を行うにあたっては、中央、省、

地方レベルの部・委員会や政府において、互いに矛

盾のない法令が整備されることが必要である。また、

互いに矛盾のない法令や条例であっても、裁量的な

適用や不統一な解釈が、複数の地域で事業展開を

実施する外資企業にとっての障壁となっている。

近年、中国では、税関、税務、金融などの重要

分野や、中央政府と地方政府の利益が対立しやす

い分野において「垂直管理」改革を実施し、各レ

ベルの行政不統一による行政の非効率がある程度

改善され、また、中央政府と一部の地方政府が行

政機関の簡素化・合併を行っている。

しかし、中央と地方の関係において、垂直管理

はほとんど進まず、逆に食品薬品に関する垂直管理

制度は省レベル以下では撤廃され、中央政府が食

品薬品監管において地方政府の責任を強化したい

と表明するなどの動きも見られる。また、中央政府

内でも未だに統一的な行政が行われていない例も

見られる。例えば、オンラインゲームの監督管理権

限に関して、国家新聞出版総署がある運営会社を

処罰するとした際、文化部が新聞出版総署の決定

は越権行為として運営の許可を行う等、許可範囲と

処罰権を巡る対立が生じている。その後も、新聞

出版総署がオンラインゲームの 8つの管理措置を公

布し、国産オンラインゲームをネット上で運営するに

当たって、新聞出版総署の審査許可が必要とする一

方、文化部も『オンラインゲーム管理暫定方法』（2010

年 6月）を公布し、輸入オンラインゲーム、国産オ

ンラインゲームを運営するに当たって、文化部の審

査許可、登録が必要と規定する等、両者の対立は

解消されていない。このため、国内外のオンライン

ゲームが重複審査許可・管理に置かれることになり、

時間・コストの両面で負担が生じている。

＜国際ルール上の問題点＞

上記のように中央政府と地方政府との間で不統一

な解釈・運用がみられるが、これは中央政府・地

方政府間での法令・措置の統一的な適用・運用を

規定した加盟議定書第 2条（A）第 2 項に違反する

可能性がある。

（3）司法審査
＜実施状況＞

司法審査については、行政決定が司法審査の対

象となることを明記する規定が一部法令に設けられ

（「アンチ・ダンピング条例」、「専利法」等）、通商

に関わる紛争を仲介する裁判所として中国国際経済

貿易仲裁委員会（CIETAC）が設置された。また、

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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2007年には司法審査制度の基礎の改善を目的とし、

行政再議申請人の既得利益を保護すること等を規

定した「行政再議法実施条例」が公布・施行され、

2008 年 1月には最高人民法院より行政訴訟案件の

管轄、訴訟撤回問題について詳細に規定した司法

解釈も出されるなど、制度整備面では改善が見られ、

近年行政訴訟案件は増大している。他方、中国の

司法判断の中立性・的確性や、司法又は仲裁法廷

が下した判決・裁定の着実な執行については、加

盟作業部会においても加盟国側から強い懸念が示

されていた。また、例えば、中国の『行政訴訟法』

（1990 年）を実施する中で、地方法院が各種理由

で受理すべき行政案件を受理拒否する現象が多い。

この問題に対処して、2009 年 11月に、最高人民法

院が『行政訴訟当事者訴訟権の保護に関する意見』

を発し、各レベル法院が勝手に案件受理範囲を制

限したり、法律に違反して受理条件をつけたりする

ことを厳しく禁止した。2010 年 11月に発効した『最

高人民法院の行政許可案件の審理に関する若干問

題の規定』においても、裁判所が行政訴訟を受理

すべき場合について明確に規定することで、不受理

権限を制限している。中国の司法審査の改善につき、

継続的な対応が望まれる。

＜国際ルール上の問題点＞

上記のように裁判所が行政訴訟案件の受理を不

当に拒否することは、行政機関の決定を司法機関に

訴える機会を保障した加盟議定書第 3 条（D）第 2

項に違反する可能性がある。

輸出制限措置

（1）輸出税を賦課する措置
＜措置の概要＞

中国は、2006 年 11月1日に輸出税暫定税率調

整表を施行したが、同表に掲載されている品目のう

ち、加盟議定書第 11条第 3 項による輸出税禁止に

対する例外リストである附属書 6に記載があるのは

13 品目（フェロマンガン、フェロクロム、粗鋼及び

電解精製用陽極銅、銅・アルミのくず等）のみであ

り、ほとんどが 2006 年に新たに導入された輸出税

である。その後、2007年以降も、レアアース、タン

グステン、モリブデン等鋼材製品や石炭、化学肥料

とその原材料などについて輸出税を賦課し、輸出制

限を強化しており、2012 年からは新たにストリップ

キャスト合金にも輸出税が賦課されている。

なお、2009 年に米国、EU及びメキシコの三カ

国がパネル設置要請を行った DS394、395、398

（中国の原材料に対する輸出規制措置：詳細は第Ⅱ

部第 3 章 4．主要ケース（4）を参照。）について、

2012 年 1月末、上級委員会は、中国が講じている

輸出税・輸出数量制限等はWTO協定に違反する

といった結論の報告書を発出しており、本報告書を

受けて、中国は 2013 年 1月1日までに（勧告の履

行期限は2012年12月31日まで）、ボーキサイト、コー

クス、蛍石、マグネシウム、マンガン、シリコンメタ

ル、亜鉛の 7品目の輸出税を撤廃するとともに、黄

リンについては、加盟議定書で定められている範囲

内に税率を変更した。

また、2014 年 8月 7日にDS431、432、433（中

国のレアアース等に対する輸出規制措置：詳細は第

Ⅱ部第 3 章 4．主要ケース（5）を参照。）に関する

WTO上級委員会は、中国が講じているレアアース、

タングステン、モリブデンに対する輸出規制措置（輸

出税・輸出数量制限等）はWTO協定に違反する

といった結論の報告書を発出した。当該報告書を

受けて、2015 年 4月23日、中国財政部はレアアース、

タングステン、モリブデンに対する輸出税を5月1日

から廃止する旨公表し、5月1日から公表の通りレ

アアース、タングステン、モリブデンに対する輸出税

は撤廃された。

＜国際ルール上の問題点＞

中国は、WTO加盟議定書第 11条第 3 項におい

て、附属書 6に掲げられた産品に課税する場合又

はGATT第 8 条の規定に適合して課税される場合

を除き、輸出品に課税される税及び課徴金をすべ



＜図表Ⅰ‐ 1‐ 1＞　中国の加盟時の輸出税実施産品と税率

＜図表Ⅰ‐ 1‐ 2＞　2010 年以降の輸出税課税措置の新たな変更
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て廃止するとしている。そのため、これらの産品以

外に課税している場合には、WTO加盟議定書の

約束に違反していると考えられる。例えば、2006

年に暫定輸出税が課されたコークス・非鉄金属等は、

附属書 6に掲げられた産品ではないため、中国の

措置は加盟議定書に違反している。（その他輸出規

制に関する規律については、「第Ⅱ部第3章＜参考＞

輸出規制」を参照。）
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（2）原材料に対する輸出制限措置
＜措置の概要＞

2002 年 1月1日、「2002 年輸出許可証管理商品

の分類による証書発行目録」の公布及び関連問題

に関する通知で、輸出許可制度の対象となる合計

54品目の商品及び同許可証発行機関が規定された。

「2015 年輸出許可証管理貨物目録」では、上記対

象は 591品目となっている。

このように、中国はWTO加盟後も引き続き原材

料・中間製品に対する輸出数量制限を実施している。

GATT20 条（g）においては、「有限天然資源の保

存に関する措置」であれば、例外的に輸出数量制

限が認められる可能性がある旨を定めているが、中

国の原材料・中間製品に対する輸出数量制限の設

計や構造が中国の国内産業への優遇措置であり、

そもそも「有限天然資源の保存に関する措置」とは

いえないのではないか、また、GATT20 条（g）では、

「国内の生産又は消費に対する制限」が実施される

必要があると定めているところ、このような国内で

の制限が中国国内で実施されているか不透明な部

分がある。

また、中国政府は、多くの原材料品目について、

輸出許可証を発給し、輸出可能な者、輸出可能な

数量を管理している。

＜国際ルール上の問題点＞

GATT 第 20 条（g）では、「有限天然資源の保

存に関する措置」であれば例外的に輸出数量制限

が認められる可能性がある旨を定めているが、中国

のレアアース等についての輸出数量制限の設計や構

造が中国の国内産業への優遇措置であり、そもそも

「有限天然資源の保存に関する措置」とはいえない

のではないか、また、GATT20 条（g）ではその前

提条件として「国内の生産又は消費に対する制限」

が実施される必要があると定めており、このような

国内での制限が中国国内で実施されているか不透

明な部分があることから、GATT 第 11条及び第

20 条（g）との整合性につき疑義がある。

＜最近の動き＞

2009 年 6月、米国及び EUは、ボーキサイト、コー

クス、ホタル石、マグネシウム、マンガン、シリコン

メタル、シリコン・カーバイド、黄リン、亜鉛という

原材料 9 品目に関する中国の輸出数量制限・輸出
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税の賦課等が GATT11条や中国のWTO加盟議

定書等に整合的ではないとしてWTOに協議要請

を実施（8月にメキシコも協議要請）。協議では解決

に至らず、同年 11月に三カ国がパネル設置を要請。

同年 12 月 21日にパネルが設置（DS394、395、

398）された（我が国は第三国参加）。2011年 7月

には、中国の輸出数量制限・輸出税は、WTO協

定に整合的でないとのパネル報告書が公表された。

同年 8月に中国は上訴したが、2012 年 1月末にパ

ネルの判断を概ね支持する上級委員会報告書が公

表された。なお、米国、EU及びメキシコのケース

におけるRPT（勧告の妥当な実施期間）は 2012

年 12月31日とされていたところ、2013 年の1月以

降、ボーキサイト、コークス、蛍石、マグネシウム、

マンガン、シリコンメタルの 6品目についての輸出

税が撤廃されるとともに、黄リン、亜鉛については、

加盟議定書で定められている範囲内の税率へと変

更された。加えて、ボーキサイト、コークス、ホタル石、

シリコン・カーバイド、亜鉛に対する輸出数量制限

が撤廃された。

また、中国のレアアース・タングステン及びモリブ

デンに対する輸出制限措置（輸出数量制限、輸出税、

最低輸出価格）については、2012 年 3月、我が国は、

米国及び EUとともに、WTO協議要請を行ったが、

協議では解決に至らず、同年 6月に三カ国がパネル

設置を要請。同年7月23日にパネルが設置（DS431、

432、433）され、、2014 年 3月26日に、中国のレ

アアース、タングステン及びモリブデンに対する輸出

規制措置（輸出税、輸出数量制限、貿易権の制限）は、

GATT及び中国のWTO加盟議定書に違反すると

した我が国、米国、EUの主張を全面的に認める

パネル報告書が公表された。このパネルの判断を中

国は不服として、同年 4月に上訴したものの、同年

8月にパネルの判断を全面的に支持する上級委員会

報告書が公表され、同月の定例DSB会合で、パネ

ル報告書及び上級委員会報告書は併せて採択され

た。また、RPT は 2015 年 5月2日とすることで日

米欧と中国は合意しており、中国は当該履行期限内

にDSB 勧告に基づき措置を履行しなければならな

い。これを受けて、中国は、2015 年 1月1日をもっ

てレアアース、タングステン及びモリブデンに関する

輸出数量制限を撤廃した（2014 年 12月 31日付で

公表された 2015 年の輸出数量制限対象品目におい

てこれらの品目の記載を削除）。

貿易権（貿易に関する許可制度）

＜措置の概要＞

2004 年 7月、中国は対外貿易に関する最上位法

規である「対外貿易法」を10 年ぶりに改正し、施

行した。この改正対外貿易法はWTO加盟約束に

従ったものとなっており、これまで貿易業務に従事

する場合、国務院の許可を得る必要があったが、

WTO加盟後 33 年以内に対外貿易権の審査承認

制度を段階的に廃止するとした加盟議定書の約束

に基づき、貨物・技術輸出入時の外国貿易経営権

に対する審査・批准が廃止され、登録だけが求め

られることとなった。しかしながら、引き続き出版

物等（本、新聞、雑誌、音響映像製品等）の輸入は、

国務院出版管理条例等に基づき、国務院の承認を

得た国有企業に限って行うことができるとしている。

＜国際ルール上の問題点＞

中国の加盟議定書第 5 条では、①加盟後 3 年以

内に中国国内のすべての企業に対して、（一部農産

品等を除く）すべての物品に係る貿易権を付与する

こと、②すべての外国人及び外国企業に対して、中

国国内の企業と比較して不利でない待遇を付与する

ことを約束しており、出版物等に係る規制は加盟約

束に照らし疑義があると考えられる。

＜最近の動き＞

米国は、2007年 4月、中国の著作物に係る輸入・

流通規制について、知的財産権制度問題と同じタ

イミングで、中国に対してWTO協定に基づく協議

要請を実施したが、協議では解決に至らず、同年

11月のWTO 紛争解決機関会合でパネルが設置さ

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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れた（我が国及び EUが第三国参加）。米国は、中

国がWTO加盟にあたり、加盟後 3 年以内に、外

資企業に対して出版物（本、新聞等）、音響映像製

品（DVD 等）に係る輸入・流通業への従事を認め

ることを約束しているにもかかわらず、依然として同

事業の主体を中国国営企業及び中国資本過半企業

に限定している点を問題視していた

2009 年 8月、パネルは米国の主張のほとんどを

認める形で、中国の措置をWTO協定に整合的で

ないと認定。中国は同年 9月に上級委員会に上訴

したが、同年 12月に上級委員会は一部論点を除き

パネルの結論を全面的に支持し、最終的に中国の

協定義務違反が確定し（中国は措置の是正義務を

負う）、2011年３月19日が DSB 勧告の履行期限

とされた。一方、国家改革発展委員会・商務部は、

中国における外国企業の投資活動に係る政策を規

定する「外商投資産業指導目録（2011年改正）」（2011

年 12月 24日公布、2012 年 1月 30日施行）にお

いて図書、新聞、雑誌、音響映像製品、電子出版

物の輸入業務を禁止類から削除した。これらは制

限類にも含まれていないことから、許可類になった

と考えられるものの、今後の施行状況を引き続き注

視していく必要がある。

さらに、中国は、2012 年 2月 22日のWTO 紛

争解決機関会合において、DSB 勧告を大部分履行

したこと及び米中両国が 2012 年 2月18日に紛争

解決に向けた覚書に合意したことを表明した。同

年 5月9日に、米中両国が紛争解決機関議長宛に

発出した共同コミュニケーションによれば、同覚書

の内容には、中国政府が定める外国映画の年間配

給制限枠（利益配分方式での輸入の承認）の 20 本

とは別に、IMAXや 3Dなどの高精細な映画の輸

入を少なくとも年間14 本認めること、中国での映画

の興行収入に関し、映画のプロデューサーに対する

収益配分を25%に引き上げること、外国映画の配

給に関し、民間企業を含む中国企業の参入も認め

られるようにしていくこと、米中両国は、5 年後に覚

書の主要な要素について協議を行い、中国のDSB

勧告の問題を議論すること等が含まれている。同年

5月24日のWTO 紛争解決機関会合において、中

国は、DSB 勧告を全て履行したと表明した。一方、

米国は、米中両国で合意した覚書は、重要な進展

を示すものではあるが、最終的な解決ではないと表

明している。

我が国としては、米中両国の動向に留意しつつ、

中国の関連法制度の改正動向や施行状況等を注視

するとともに、二国間政策対話等やWTOサービス

交渉等により、更なる外資規制の緩和を働きかけて

いる。

　

関　税

（1）関税構造
＊本件は、WTO協定をはじめとする国際ルール整

合性の観点からは明確に問題があると言えない

貿易・投資関連政策・措置であるが、以下の懸

念点に鑑み、掲載することとした。

＜措置の概要＞

中国は、WTO加盟にあたって、日米 EU等と

の二国間交渉及び作業部会における交渉を踏まえ、

広範囲にわたる品目に係る関税引き下げを内容とす

る譲許表を提出している。

中国は全譲許品目（7,151 品目）の関税率につい

て、単純平均では加盟時（2001年）の13.6％から

最終年（2010 年）には 9.8％に、うち農産品（977

品目）については 19.3％から15.0％に、鉱工業品

（6,174 品目）については 12.7％から 8.9％に引き下

げを約束している（図表Ⅰ‐1‐4）。なお、中国は、

情 報 技 術 協 定（ITA：Information Technology 

Agreement）に 2003 年 4月から参加しており、ま

た、ほとんどの化学品及び化学製品に関しても、最

終譲許税率を化学ハーモナイゼーション（注）の水準

に引き下げることを約束している。

（注）化学ハーモナイゼーション

化学品及び化学製品（原則HS28 ～ 39 類）に係る関

税引き下げ（最終的な引き下げレート0 ～ 6.5％）につ
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いて、日・米・EU等の間で、ウルグアイ・ラウンド関税

交渉の一環として合意されたもの。

＜懸念点＞

中国は、2002 年 1月から、関税法の改正によっ

て全譲許品目の 73％に及ぶ 5,300 を超える品目に

ついて関税率を引き下げた。2008 年 1月、加盟後

7回目の関税率表の見直しが行われ、中国の平均

関税率は、全品目で 9.8％、農産品 15.2％、非農

産品 8.9％にそれぞれ引き下げられた。現在、中国

の譲許率は全品目にわたり100%であり、また、非

農産品の平均譲許税率は 9.2%であり、2012 年の

平均実行税率は、8.7%であった。ただし、写真用フィ

ルム（最高 47％）、自動車（25%）、TV（30%）、大

型モニター（30%）、オートバイ（最高 45％）、プロジェ

クター（最高 30％）等一部品目において、高い最終

譲許税率が存在している。

なお、中国が加盟に際して約束した ITAへの参

加については、2003 年 4月の ITA委員会におい

て承認された。しかし、コンピュータと接続性のあ

る複合機やプロジェクターに関税が賦課されている

等、ITA協定の履行に不透明さが残っている。

＜最近の動き＞

ドーハ開発アジェンダにおける非農産品市場アク

セス交渉において、関税の削減・撤廃を含む市場ア

クセスの改善について交渉が行われている（最新の

状況については資料編を参照）。

また、ドーハ・ラウンド交渉の枠外で、IT製品の

関税撤廃対象品目の拡大を目指して、2012 年 5月

からITA 拡大交渉が行われている（詳細は、第Ⅱ

部第 5 章 2.（2）ITA（情報技術協定）拡大交渉を

参照）。

＜図表Ⅰ‐ 1‐ 4＞　中国WTO加盟に伴う譲許税率引き下げスケジュール（単位：％）
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（2）写真用ロールフィルム等に対する
関税の譲許税率違反

＜措置の概要＞

中国はWTO加盟時に従価税で譲許した品目に

対し、従量税を課している場合がある。一部の写

真用フィルム（関税分類 37023190）では、譲許税

率が 40％のところ、1平方メートルあたり67元とい

う従量税で実行税率が課されており、ここ数年の

輸出実績を基に従価税換算すると年平均で税率約

47％～ 75％に相当し、譲許税率を超えている。

＜国際ルール上の問題点＞

従価税で譲許している品目に対し、従量税を課し

ており、従価税換算で譲許税率より高い関税を課し

ているため、GATT第2条違反となる可能性がある。

＜最近の動き＞

2013 年 10月、我が国は中国関係当局に対し、

譲許税率に合致した従価税への修正、もしくは従

量税を維持する場合でも譲許税率を超えないように

上限を設けるよう、是正を申し入れた。これを受け、

同年 12月に発表された 2014 年の中国の関税率改

訂では、当該品目の税率が 1平方メートルあたり56

元へ引き下げられ、2013 年の為替やフィルム価格を

基に従価税換算すると約 40 ～ 42％と、譲許税率

とほぼ同水準となったが、依然として、為替や商品

価格の動向次第で譲許税率違反となる可能性があ

り、引き続き注視していく。

なお、2011 年には、10 %の従価税で譲許し

ているプリント基板用感光性フィルム（関税分類

37013029）に対し、1平方メートルあたり15元の従

量税を課されていた。当時の為替やフィルム価格を

基に従価税換算すると約 22%となり、譲許税率違

反の可能性があったため、我が国が是正を求めた

結果、中国政府は 2013 年から従量税を改め、譲

許税率と同じ10%の従価税に変更した。
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また、2014 年の関税率改訂において、上記写真

用フィルム（関税分類 37023190）以外の品目で従

量税が引き上げられたものがあるため、今後も動向

を注視しつつ、必要に応じて中国関係当局に是正を

申し入れる。

アンチ・ダンピング（AD）措置・相殺措置

［加盟に伴う約束］
中国は、WTO加盟に伴い、AD 措置及び相殺

措置に係る規則・手続をAD協定及び補助金・相

殺措置協定に整合化させることを約束している。

他方、中国以外のWTO加盟国が、中国産品に

ついてAD 措置及び相殺措置に係る調査を行う際

の価格比較及び補助金額の算定に関し、中国を「非

市場経済国」として扱う特例（例：正常価額の算定

に関し、第三国の国内価格及び生産コストを指標と

して用いることが加盟後 15 年間可能。補助金を受

ける者の利益の算定に関し、中国による供与条件

ではなく第三国における供与条件を勘案して利益額

を算定することが可能）が認められた。

［実施状況］
（1）AD措置及び相殺措置に関する国
内法制
中国は、対外貿易法において、AD 措置を

GATT6 条と同様に定義付けた上で、AD 措置を

含む貿易救済措置を講じるべきか否か決定するた

めに必要な調査を行うこと及びその調査結果によ

り、適当な対外貿易救済措置をとることが規定され

ている。また、調査の発動に当たっては公告を行う

こと、当局が調査により知りえた秘密に対し守秘義

務を負うことも規定されている。

この対外貿易法に基づいて「AD条例」が制定さ

れており、同条例においては、用語の定義（ダンピ

ング、国内産業への損害）、ダンピング・マージンの

算定方法、損害の認定方法、AD調査手続、AD

税賦課手続、価格約束、各種公告手続等について、

AD協定に沿って詳細な規定が定められている。ま

た、AD 条例の他、実施細則として、損害調査や

質問状、現地調査、価格約束、期中レビュー、調

査開始、公聴会等に関する各種規則が制定されて

いる。

「相殺措置条例」は、補助金の定義及び相殺措

置に関する規定を定めており、各種実施細則も施行

されている。2002 年の中国TRMでこれらの実施

細則についてWTO への通報を求めていたところ、

2003 年にWTO へ法令通報され、その後も改正に

ついて通報を行っている。今後もWTO協定の義務

に従い、法令その他運用について変更があった場

合は、中国側に通報を促し、中国の法制とWTO

協定との整合性について継続的に明らかにしていく

必要がある。

（2）AD措置の運用
＜概要＞

中国では、商務部の下に損害についての調査・認

定等を担当する「産業損害調査局」と、ダンピング、

補助金等の調査・認定、貿易救済措置関連規則の

制定等を担当する「輸出入公平貿易局」が設置され

ている。

WTO加盟後、AD 条例に基づき、中国は 2015

年 1月末までに 84件のAD調査を開始しているが、

その調査対象産品のほとんどが素材型産業、特に

化学品、鉄鋼製品で占められており、特定業種によ

るAD制度の活用が浮き彫りになっている。

WTO加盟前も含めた中国によるAD調査のうち、

我が国産品が対象に含まれる案件は 38 件であり、

うち29 件についてクロの最終決定が出されてAD

措置が発動され、そのうち17件については現在も

AD課税が継続している（第 II 部第 6 章アンチ・ダ

ンピング措置章末参考資料参照）。

＜国際ルール上の問題点＞

中国のAD調査には、AD協定及び各国の調査

当局における一般的なプラクティスに照らすと問題

点も多く、以下のような点について引き続き改善を求

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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めていく必要がある。

①損害（因果関係）の決定に関し、ダンピング輸

入以外の要因の国内産業への影響を適切に評価

し、これらの要因による影響と、ダンピング輸入

による影響とを「分離・峻別」した上で、その分

析方法についての十分な説明を行うべき（AD協

定 3.1条、3.2 条、3.5 条）。

（注）熱延鋼板 ADに関するWTO上級委員会報告

（DS184）は、（a）調査機関は、ダンピング輸入によ

る損害への影響と、他の要因による損害への影響を

分離・区別しなければならない、（b）他の要因による

損害への影響をダンピング輸入に帰してはならないと

判断。また、高性能ステンレス継目無鋼管ADに関す

るWTOパネル報告（DS454）は、我が国からの輸

入品と中国国内で生産される製品とでは主力のグレー

ドが異なることを指摘した上で、因果関係の検討（AD

協定 3.5 条）の際に、国内産品の大半が輸入品より

グレードの低い製品であるにもかかわらず国内産業に

損害が生じるメカニズムの説明が不十分であるとして、

中国の措置を協定不整合と判断した。

②利害関係者が十分に自らの利益を守ることができ

るよう、重要事実の開示や最終決定において、ダ

ンピング・マージン計算の根拠や方法を十分に説

明し、また、算定に利用したファクツ・アヴェイラ

ブルの出典を明らかにすべきである（AD協定 6.9

条、12.2 条）。

（注）高性能ステンレス継目無鋼管ADに関するWTO

パネル報告（DS454）は、（a）ダンピングマージンの

計算方法や（b）価格効果の認定に関し、価格比較

そのものや輸入品・国内産品の価格データを開示しな

かったことは重要事実の開示として不十分と判断。

＜最近の動き＞

2011年 10月に行われたAD委員会における中国

TRMにおいて、我が国から上記の問題点について

指摘を行った（これまでに 2009 年の中国TRM等

でも同様の点について指摘）。また、我が国は、そ

の後の 2013 年 4月及び 10月並びに 2014 年 10月

のAD 委員会においても、中国の個別のAD調査

手続に関する問題点を指摘した。

さらに、我が国は、後述の日本製高性能ステン

レス継目無鋼管に対するAD 措置に関する紛争を

WTO 紛争解決手続に付託し、WTO 紛争解決手

続を通じて中国のAD 措置の運用改善に取り組ん

でいる。

同様に、米国やEUも中国のAD 措置について

WTO 紛争解決手続を利用し始めており、我が国

はいずれの案件にも第三国参加し、中国の調査・

措置がAD 協定に不整合である旨の意見書を提

出している。まず、米国は、米国製電磁鋼板に対

するAD 措置について、2010 年 9月に協議要請、

2011年 2月にパネル設置要請を行い、2012 年 6月

のパネル報告書配布を経て、同年 11月にパネル報

告書及び上級委報告書が DSBにおいて採択された

（DS414）。同事案では、中国の重要事実開示（AD

協定 6.9 条）、最終決定公告（同 12.2.2 条）、秘密

情報の取扱い（同 6.5.1条）がそれぞれAD協定に

不整合であると判断され、中国のAD調査手続の

透明性が不十分であることが示された。さらに、価

格効果分析が客観的な検討とはいえず、AD協定

3.1条及び 3.2 条に不整合であるとの判断も示され

た（なお、中国は、履行期限である2013 年 7月31

日に本件について再決定を行い、AD 措置を維持し

たため、米国は、2014 年 2月に履行確認パネル設

置要請を行い、日本も本件履行確認パネルに第三

国参加を行っている。）。米国は、電磁鋼板以外に

も、米国産鶏肉に対するAD 措置（DS427）及び

米国製自動車に対するAD 措置（DS440）につい

てもWTO紛争解決手続を利用しており、前者につ

いては、2013 年 9月に、後者については 2014 年 6

月にパネル報告書が DSBにおいて採択され、中国

のAD 措置が電磁鋼板事案と同様の論点において

AD協定不整合と判断されている。

また、EUも、EU製 X 線セキュリティ機器に対

するAD措置について、2011年7月に協議要請を行っ

ており、2013 年 4月には、中国のAD 措置をAD

協定不整合と判断するパネル報告書が DSBにおい

て採択されている（DS425）。このように、我が国は、
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米欧と協調しつつ、様々なチャネルを通じて、中国

のAD 措置運用の改善に取り組んでいる。今後と

も、中国調査当局がWTO協定整合的に制度を運

用するよう注視していくとともに、運用上あるいは個

別事案において問題がある場合には、WTO協定

上執り得る様 な々手段を活用して改善を促していく。

［個別措置］
（1）日本製クロロプレンゴムに対する
AD措置・事情変更レビュー

＜措置の概要＞

中国は 2005 年 5月10日以来、日本産クロロプ

レンゴムに対してAD税を賦課していたが、ダンピ

ング・マージンの見直しを求める国内産業の要請に

基づき、2009 年 8月 28日付けで、日本産クロロ

プレンゴムに対する期中見直し（事情変更レビュー）

を開始した。

中国商務部は 2010 年 8月25日付けで最終決定

を行ったが、ダンピング・マージンの計算とAD調

査の手続きに関して、以下のような問題があった。

①調査対象企業が提出した実際の輸出価格を採用

せず、ファクツ・アベイラブル（FA）に基づきダ

ンピング・マージンを計算した（当該調査対象企

業ではなく、その他の調査対象企業の輸出価格

を採用）。

②調査対象企業から提出された証拠又は情報を採

用しなかったことに対して、調査対象企業に不採

用の理由を直ちに通知し、合理的な期間内に更

に説明する機会を与えなかった。

＜国際ルール上の問題点＞

中国は通常、書面により重要事実の開示通知を

行っているが、本件については最終的なダンピン

グ・マージンの計算結果を書面にて通知しておらず、

AD協定第 6.9 条に基づく重要事実の開示通知が

適切に行われたか疑問がある。

また、調査対象企業が妥当な期間内に実際の輸

出価格を提出したにもかかわらず、当該情報を無視

してFAを用いてダンピング・マージンを計算してお

り、AD協定第 6.8 条に整合的でない可能性がある。

さらに、中国商務部は調査対象企業から提出さ

れた証拠又は情報を採用しなかったことについて、

調査対象企業に不採用の理由を直ちに通知してお

らず、また、合理的な期間内に更に説明する機会を

与えていない。これらの手続きは、AD協定付属書

Ⅱの1､ 5､ 6 に整合的でないと考えられる。

＜最近の動き＞

2010 年秋のWTO・AD 委員会において、上記

に関する質問を中国代表に対して行っており、書面

による回答を求めていたところ、2011年 10月に中

国側から次のような回答がなされた。

調査対象企業が提出したデータを採用しなかっ

たのは、質問状回答のデータと現地調査の結果が

大きく異なっていたからである。その際、調査対象

企業から理由説明があったものの、十分な説明で

はなく証拠提出もなかった。また、不採用の理由に

ついては重要事実の開示通知や最終決定において

も説明しており、最終決定前に調査対象企業に対し

てはコメントを行う期間として10日間を与えている。

これら回答があったものの、依然としてAD協定

に整合的であるという十分な説明にはなっておらず、

今後、他の調査案件において同様な手続が行われ

ないよう注視していく必要がある。

（2）日本製ステンレス継目無鋼管に対
するAD措置

＜措置の概要＞

2011年 9月、中国政府は中国国内企業からの

申請を受けて、日本、EUからの高性能ステンレス

継目無鋼管の輸入に対するAD調査を開始した。

2012 年 11月、中国政府は、当該産品の輸入につ

いて、ダンピングの事実、国内産業の損害及びこれ

らの因果関係があるとしてAD税を賦課する最終決

定を行った。

＜国際ルール上の問題点＞

本件において、最終決定の公告における事実の

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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記載が不十分であるなど調査手続に瑕疵があると

考えられるほか、ダンピングによる国内産業への損

害の認定等においても瑕疵があると考えられ、中国

の本件AD 措置はAD協定に違反する可能性があ

る。

＜最近の動き＞

2011年秋、2012 年春及び秋のWTO・AD 委員

会において、我が国は、日本から輸出される当該製

品のほとんど全ては、中国の石炭火力発電所の超々

臨界圧ボイラ等に使用される高付加価値製品であ

り、中国製品とは競合しないため、中国国内産業に

損害を与えることはあり得ないと指摘するとともに、

当該日本製品の中国国内ユーザー側の意見も踏まえ

て適切な決定がなされることを強く要望する旨伝え

た。その後も中国政府に対し、調査対象からの日

本製品の除外を求めて働きかけを行う等、対話によ

る解決を図ってきたが、上記のとおり中国はAD 措

置を行い、解決に至らなかったため、2012 年 12月、

我が国は、本件AD 措置について、中国に対し

WTO協定に基づく協議要請を行った。その後、協

議の結果を踏まえ、2013 年 4月にパネル設置を要

請し、翌 5月にパネルが設置された。また、同年 6

月にはEUも本件についてWTO協定に基づく協議

要請を行い、同年8月に同様にパネル設置を要請し、

同月パネルが設置された。2015 年 2月にパネル報

告書が公表され、中国による本件措置の決定は、

損害及び因果関係の認定について、①ダンピング輸

入が国内産品の価格を「undercut」しているかどう

かの検討（AD協定 3.1条、3.2 条）に際し、輸入

品と国内産品とでの生産量等が全く異なるにもかか

わらず、国内産品の価格が輸入品のそれと比較可

能（comparable）であるかを十分精査していないこ

と、②国内産業への損害の判断に際し、AD協定 3.4

条に列挙された指標のうちダンピング価格差を考慮

していないこと、③因果関係の検討（AD協定 3.5 条）

に際し、国内産品の大半が輸入品よりグレードの低

い製品であるにもかかわらず国内産業に損害が生じ

るメカニズムの説明が不十分であることからAD協

定に整合していないと判断された。また、手続面で

も、秘密情報の取扱い、重要事実の開示その他の

点に不備があると判断されている。

（3）日本製レゾルシンに対するAD措置
＜措置の概要＞

2012 年 3月、中国政府は中国国内企業からの申

請受けて、日本及び米国からのレゾルシン（主にゴ

ム系接着剤及び紫外線吸収剤の原料に用いられる

有機化合物）の輸入に対するAD調査を開始した。

3月、中国政府は、当該産品の輸入について、ダン

ピングの事実、国内産業の損害及びこれらの因果

関係があるとしてAD税を賦課する最終決定を行っ

た。

＜国際ルール上の問題点＞

調査対象期間中、レゾルシンの輸入量や中国国

内における市場シェア、国内販売価格にほとんど変

化がなく、中国国内産業の損害の原因は中国国内

企業である申請者の新規参入にあると考えられるた

め、AD協定第 3 条に違反するおそれがある。

中国政府の最終決定や重要事実開示において、

ダンピング・マージン計算の根拠・方法や損害認定

の根拠に関する情報開示・説明が不十分であるた

め、AD協定第 6 条及び第 12 条に違反するおそれ

がある。

＜最近の動き＞

2012 年 10月、AD 委員会において、我が国は、

レゾルシンの輸入が中国国内産業に損害を与えてい

ないことを指摘し、AD協定第 5.8 条に基づき本件

調査を終了するよう求めた。これに対し、中国側か

らは、申請書を精査WTO協定及び中国国内法令

に則って調査開始を決定したとの回答があるのみで

あった。

また、2013 年 2月、日本政府も中国商務部産業

損害調査局主催の本件調査公聴会に参加し、本件

調査のAD協定上の問題点を指摘した上、協定に

基づき適切かつ慎重に調査を行うよう要請したが、



30

2013 年 3月にダンピングの事実、国内産業の損害

及びこれらの因果関係があるとする最終決定を行っ

た。

我が国としては、今後のサンセットレビュ－等の

手続等において本件措置がAD協定に則って公正

かつ公平に判断されているか引き続き検証し、問題

点は引き続き中国側に改善を求めていく。

（4）日本製光ファイバー母材に対する
AD措置

＜措置の概要＞

2014 年 3月、中国政府は中国国内企業からの申

請を受けて、日本、米国からの光ファイバー母材の

輸入に対するAD調査を開始した。

＜国際ルール上の問題点＞

本件において、サンプリング調査（AD協定第 6.10

条）が実施されているところ、我が国の調査対象

企業が４社と少数であるにもかかわらず、サンプリ

ング調査をすることは、関係する輸出者等が決定を

行うことが実行可能でないほど多い場合に限ってサ

ンプリング調査を認めるＡＤ協定に不整合の懸念

があるほか、ダンピングによる国内産業への損害の

認定等においても瑕疵があると考えられる。

＜最近の動き＞

2014 年 9月に日本国政府から中国商務部に対し

て、AD調査におけるサンプリング調査に関する意

見書を提出した。また、2014 年秋のWTO・AD

委員会において、我が国は、①光ファイバー母材に

ついては、本件で実施されたサンプリング調査は

AD協定 6.10 条に照らして、整合的でない可能性

があること、②また、国内産業損害についても、「申

請書」中のデータ及び公に入手することができるそ

の他の情報・資料に基づくと、中国国内産業には

実質的な損害のおそれは存在しないと考えられるこ

とから、これらを踏まえた慎重な判断を行うことを

求めた。

　

補　助　金

［加盟に伴う約束］
中国は、加盟にあたって、補助金協定第3条1項（a）

及び（b）が定める輸出補助金及び国内産品優先使

用補助金を撤廃するとともに、開発途上国への特別

な扱いを規定する同協定第 27条中第 10、11、12

及び 15 項の各規定の適用を受ける権利を留保、同

様に特別な扱いを規定する同条第 8、9及び 13 項

の各規定の適用についても求めない旨を約束した。

また、農産品に係る輸出補助金を維持及び導入し

ないことを約束するとともに、農業協定上、開発途

上国に削減約束の対象外とすることが認められてい

る一部助成（第 6 条第 2 項）についても削減の対

象とすること、及び、本来は削減対象となる助成で

あるが少額であることをもって削減対象から控除し

うるものの上限値であるデミニマス値を農業総生産

額の 8.5％までとすること（同協定上、先進国は 5％、

開発途上国は 10％までとされている）を約束した。

［補助金通報・問題点］
補助金協定においては、特定性を有する補助金

をWTO へ隔年に通報することが義務付けられて

おり、補助金委員会の場で、通報が行われた補助

金に関する審査が行われている。しかしながら、

2001年のWTO加盟以降、中国が初めて通報を行っ

たのは 2006 年 4月であり、その後もしばらく通報

は行われなかった。これに対し、各加盟国は強い

懸念を表明し、特に米国は、注意を喚起しても中

国が通報しなかったとして、2011年 10月、補助金

協定第 25.10 条に基づいて、米国自らが調査を行っ

た情報をもとにおよそ 200 にも及ぶ中国の補助金を

WTOに逆通報した。この直後に中国はWTO加

盟後 2 度目となる通報を行ったが、米国は中国の

通報内容は、2005 年から2008 年までの期間しか

対象としておらず、地方政府による補助金も含まれ

ていない等不十分なものであるとして、中国との間

で二国間の非公式協議を開催した。また、米国は

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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2014 年 10月にも、補助金協定代 25.10 条に基づき、

100 にも及び中国の補助金について 2度目の逆通報

を行っており、米国は、その後も中国から十分な補

助金の通報が行われていないとして、補助金委員会

の場で繰り返し懸念を表明している。我が国も、米

国と協調し、中国に対し、中央政府の補助金だけ

ではなく地方政府の補助金についても通報するよう

要請している。

各加盟国は、通報が行われた中国の補助金に関

しても協定整合性の観点から懸念を表明している。

2006 年 10月の補助金委員会において、我が国は、

米国、EU等とともに中国に対し、主に通報された

補助金について補助金協定整合性等の観点から質

問を行った。特に、これまで中国が通報した補助金

の中には、WTO 補助金協定で禁止され、中国が

加盟時に撤廃を約束した輸出補助金や国内産品優

先使用補助金に該当する疑いのあるものが含まれて

いたため、我が国は質問等を通じ補助金の内容の

明確化を求めた。しかし、中国は、自国の補助金

制度はWTO協定に整合的であるとの主張を繰り

返すなど、自国の制度についての一般的な概略説明

を行うのみで、具体的なデータの提供等はなされて

いない。

WTO 紛争解決手続においても中国の補助金は

問題視されており、2007年 2月には、米国及びメキ

シコが、WTOに通報された中国の補助金制度（多

くは外資優遇策の一環としての税制優遇措置）の中

に、補助金協定で禁止されている輸出補助金や国

内産品優先使用補助金が含まれているとして、それ

ぞれ二国間協議を要請し、我が国、EU、豪州、カ

ナダが第三国参加を要請した（DS358、359）。

協議要請後、中国政府は、企業所得税法を改正

（2008 年 1月1日施行）し、外資優遇税制の見直

しに本格的に着手した。また、輸出を条件とした低

利融資制度も廃止した。しかしながら、企業所得

税法の改正に伴う実施細則の変更内容が不明確で、

経過規定が存続する懸念もあり、米国及びメキシコ

の要請に基づき、2007年 8月にパネルが設置され

た。同年11月、中国は、米国及びメキシコとの間で、

2008 年 1月1日までにWTO紛争解決手続におい

て提起されている補助金を撤廃するとの覚書を締結

した。かかる覚書の締結によりパネルの審理は実質

的に終了した。

2010 年 12月には、中国政府が供与する風力発

電設備に対する補助金が、補助金協定で禁止され

る国内産品優先使用補助金に該当するとして、米国

がWTO協定に基づく協議要請を行った（DS419）。

米中間において協議の結果、2011年 6月、米国は

中国が当該補助金を廃止したと発表し、当該紛争

は実質的に終了した。

また、2015 年 2月13日に、中国政府が実施して

いる「実証基地・共通サービス基盤プログラム」は、

拠点に入居する輸出企業に無償サービスや補助金

などを供与しており、補助金協定で禁止される輸

出補助金に該当するとして、米国は協議要請を行い

（DS489）、我が国も協議に第三国参加を要請した。

我が国としては、他の加盟国と連携しつつ、中国

側が加盟時の約束を遵守し、中国の制度が補助金

協定に整合的に運用されるよう、引き続き、WTO

の補助金委員会や二国間協議の場を通じて中国側

に求めていく。

セーフガード

セーフガード措置条例
＜措置の概要＞

中国は、セーフガード措置の基本要素を規定し

た国内法制度として、2001年 10月に開催された全

国人民代表会議常務委員会において、対外貿易法

の下に作成された「（中国）セーフガード措置条例」

を採択、2002年1月に施行した。その後、4つのセー

フガード調査・手続に係る規則（同条例の細則との

位置づけ）が作成され、また 2004 年 7月には同条

例の設立根拠となる対外貿易法も改正される等、中

国におけるセーフガード関係法制の整備は着実に図

られてきた。
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＜国際ルール上の問題点＞

しかしながら、これらの法制度において、セーフ

ガード協定との整合性に疑義があると考えられる部

分があり、また運用面においても、2002 年 4月に

発動された鉄鋼製品に対するセーフガード措置（暫

定及び確定措置）は、WTO協定と整合性してい

ない点があった。具体的には、本条例では、予見さ

れなかった事情の発展、代償措置の提供、公聴会

手続に関する規定等が GATT及びセーフガード協

定に整合的でないと考えられる。

＜最近の動き＞

我が国は、2006 年に開催されたセーフガード委

員会（各国法制質問）において、中国独自の規定

（中国セーフガード規則第 31条の対抗措置に係る規

定）とWTO協定との整合性や中国国内の法制度

（事情の予見されなかった発展、セーフガード発動

時の公共性の確保、代償措置に関する規定の明確

化、モラトリアム規定の欠如等）に関する質問を行っ

た。これに対して、中国政府からは、中国の制度は

WTO協定整合的であり、（明文規定がなくとも）セー

フガード調査を行う場合は、WTO協定及び国内法

に則った適正な運用を行うとの回答を受けた。引き

続きWTO協定との整合性が疑われる点に関しては

中国側に説明を求めるとともに、今後セーフガード

が発動された場合には、WTO協定整合性の観点

から不適切な運用がなされないように引き続き注視

していくことが必要と考えられる。

貿易関連投資措置

［加盟に伴う約束］
中国は、加盟にあたって、外国投資の認可にあたっ

て付与される貿易関連の条件につき、GATT 第 3

条違反となるローカルコンテント要求（国産品を一定

比率以上使用することを義務づける）や、GATT

第 3 条及び第 11条違反となる輸出入均衡要求（原

材料や資本財の輸入は輸出実績に見合った金額や

数量までしか認めない）等のTRIMs協定で禁止さ

れている措置に加えて、輸出要求や技術移転要求

等の一切のパフォーマンス要求を条件としないこと

を約束している。

更に特定分野についての約束として、①自動車製

造許可に関し、カテゴリー別許可制度は維持するも

のの、加盟後 2 年以内に、自動車の種類、型式又

はモデルの制限は撤廃するとし、また、地方レベル

で承認できる上限金額を、現行の 3,000 万ドルか

ら加盟 1年後に 6,000 万ドル、加盟 2 年後に 9,000

万ドル、加盟4 年後に1.5 億ドルへ引き上げること

を約束した。更に、②自動車エンジン製造について

は、従来の外資出資規制（50％未満）の撤廃を約

束した。

［実施状況・問題点］
上記約束に沿って、中国は 2000 年 10月から

2001年 7月にかけて、外資100％企業に適用される

「外資企業法」、合作企業に適用される「中外合作

経営企業法」、合弁企業に適用される「中外合資経

営企業法」及びこれらの実施細則を改正し、輸出

要求、ローカルコンテント要求、輸出入均衡外貨バ

ランス要求に係る条文が削除・改正された。

なお、上記の外資 3 法に加え、外資企業に対し

ては、2006 年 1月より改正・施行された新「会社法」

が適用されている。

上記のように、国内法はWTO協定に概ね整合

的になるよう改正されたが、依然として協定に不整

合な実態や投資に対して制限的な措置も見られ、こ

れらは早急に是正されるべきである。2009 年 7月

1日には、国内自動車産業の育成と省エネ対策を推

し進めるため、工業信息化部により「新エネルギー

自動車生産企業及び産品参入管理規則」と「新エ

ネルギー自動車生産企業参入条件および審査要求」

が実施された。同規則では、各メーカーは参入に際

し、研究開発機構の設置、製造する新エネルギー

自動車の技術情報を開示すること等が求められてお

り、引き続き運用について注視していく必要がある。

また、2014 年 11月 26日、発展改革委員会は、新

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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エネルギー自動車に関して、「新設純電動乗用車生

産企業投資プロジェクトと生産参入管理の暫定規

定」を発表し、新設企業は従来と同様、「新エネル

ギー自動車生産企業及び産品参入管理規則」に適

合することを求めている。

さらに、石化工業に関してもローカルコンテント要

求に関する法令が存在する。2007年 12月末に発

展改革委員会が公布した『大型石化設備自主化実

施の加速推進に関する案』では、2010 年末までに、

大型石化プラントの現地調達率を75％にすると規定

されている。その結果、第十一次五ヵ年計画中に1

千万トン級の石油精製設備の国産化率は 90％を超

えた。

なお、WTO加盟後、中国は外資に鉄道市場を

開放しつつあるが、規模の大きい鉄道投資には依

然として規制がある。2007年 9月に鉄道部は、高

速鉄道の現地調達率を70％以上とする発表を行っ

た。鉄道部は 2009 年に外資の鉄道投資を奨励す

ると表明、また、2012 年 5月には「民間資本の鉄

道投資の奨励・導入に関する実施意見」を公開し、

路線建設、輸送業務、技術開発など多分野にわたっ

て民間資本に公的資本と平等の待遇を約束した。

民間企業には外資も含まれると見られる。しかしな

がら、こうした現地調達要求は外資にとって依然障

害となっている。

衛生応用産業については、2009 年 8月に、国

土資源部が国土資源衛星応用発展計画を公表し、

2009 年から2020 年までの12 年で衛星データの国

産化率を80%とし、国土資源システムにおいて全面

的に国産衛星を普及させるとの計画がある。ただし、

どのような方式で国産化率の目標を実現させるかに

ついては明らかにしていない。

2009 年 9月に、国家発改委、科学技術部、工

業信息化部、財政部、建設部と国家質検総局が共

同で『半導体照明省エネ産業発展意見』を公布し、

2015 年までに大型MOCVD 装備、コア原材料及

び 70%以上のチップにおいて国産化を実現するこ

とを目標に挙げた。同文書では、各部門に対して、

国産MOCVD 装備の調達を奨励する措置を講じる

とともに、国産装備使用のリスク補償メカニズムを

整備し、条件を満たせば財政補助金の形で支援す

るよう要請した。しかし、2009 年以降、MOCVD

装置販売は大幅に急増し、過剰生産が懸念される

ようになったため、2012 年には多くの地域で補助

金制度が終了している。

（注）2009 年以前に改正された主な貿易関連投資措置については 2013 年版不公正貿易報告書参照。

2010 3

2011 2

2011 8

2011
12

＜図表Ⅰ‐ 1‐ 5＞　WTO加盟後に改正された主な貿易関連投資措置に関する事項
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1998 年に中国情報産業部と旧国家発展計画委員

会が共同で「移動通信産業発展の促進に関する若

干意見」（5号文書）を発表した。同文書によると、

1999 年より、外国移動通信製品の輸入を厳しく制

限するだけでなく、外資企業が生産する携帯電話を

一定比率以上輸出しなければ、関連製品と部品の

輸入割当を得ることができないと規定している。5

号文書の有効期限は 2005 年までとされていたが、

現在でも廃止された明確な法令はなく、一部の規

定内容は依然として施行されている。現時点では大

きな問題は生じていないが、今後の動きを注視する

必要がある。

中国では、外資による投資分野は奨励・制限・禁

止業種に分けられている。（いずれにも属さない場

合は容認に分類）国家発改委と商務部は、2011年

12月24日に『外商投資産業指導目録』（2007年公

布）（以下『目録』と略称）を改正し、2012 年 1月

30日より施行することにした。なお、国家発展改革

委員会は『目録』に対し、新たなパブリックコメント

（意見募集期間：2014 年 11月 4日から12月 3日）

を実施した。

2012 年 1月30日に施行された新しい『目録』の

方針は、更なる積極的な開放戦略を実施し、開放

分野を拡大することである。新しい『目録』は計

473 項目あり、内訳は奨励類が 354 項目、制限類

が 80 項目、禁止類が 39 項目で、以前よりそれぞ

れ 3 項目増、7 項目減、1項目減となった。と同時に、

一部分野において外資の持ち株比率の制限が撤廃

され、奨励類と制限類では持ち株比率制限のある

項目は以前よりそれぞれ11項目減少した。

奨励類項目の変更は主要として以下の 3点にまと

められる。

a．製造業において、外資の新しい技術と材料設備

への投資・利用や、伝統産業の改造・グレードアッ

プを促進するため、新しい『目録』は奨励類で

紡績、化工、機械製造などの分野の新製品・新

技術の項目を増やした。外資の循環型経済への

投資を奨励するために、奨励類で廃棄の電器電

子製品・機電設備・電池の回収処理項目を増や

した。逆に、一部業種の生産能力の過剰と盲目

的投資・重複建設を抑制するために、自動車の

完成車製造、多結晶シリコン、石炭化学工業な

どの項目を奨励類から削除した。

b．新興産業において、外資の省エネ・環境保護、

次世代情報技術、バイオ、ハイレベル装備製造、

新エネルギー自動車などの戦略的新興産業への

投資を奨励する。新しい『目録』は奨励類で新

エネルギー自動車のコア部品、IPv6をベースと

した次世代インターネットシステム設備などの項

目を増やしたともに、奨励類の液晶パネルを第 6

世代以上と明確にした。また、新エネルギー発

電設備に関する持ち株比率制限を撤廃した。

c．サービス業において、特に外資の生活向けサー

ビス業への投資を誘導・奨励する。新しい『目録』

は 9 つのサービス業奨励類項目を増やし、自動

車充電ステーション、起業投資企業、知的財産

権サービス、職業能力訓練などを含む。と同時

に、外資の医療機関、金融リース会社などへの

投資を制限類から削除した。

また、新しい『目録』において制限業種及び禁止

業種に指定されている業種について、現在の状況を

整理すると＜図表Ⅰ‐1‐6＞のとおりとなる。

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置



＜図表Ⅰ‐ 1‐ 6＞　『外商投資産業指導目録』に規定されている外国投資の制限業種及び禁止業種

35

第
Ⅰ
部

第
１
章

中　

国

第１章　中国

1000 t 150 t
100 t

150 t

7

BR
SBR

PVC

1



36

30 kW
10 kW

50

30 kW
10 kW

50
49

30

AV

30

P0
300

320
6

220
135

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置



37

第
Ⅰ
部

第
１
章

中　

国

第１章　中国

50
A B H

1/3
49

AV

2007 12 1



38

基準・認証制度

［個別措置］
（1）中国強制認証制度（CCC制度）
＜措置の概要＞

中国では、対外貿易経済合作部・国家出入境検

験検疫局の安全認証（通称：CCIBマーク）と、国

家経済貿易委員会・国家質量技術監督局の電気・

電子製品に対する安全認証（通称：長城（CCEE）マー

ク）が並存する制度となっていた。中国は、WTO

加盟時までにこの二重認証を一本化することによ

り「3か月以内の認証取得」の実現など認証制度に

係る改善を行うことを約束した。その結果、2002

年 5月、新たに中国強制認証（China Compulsory 

Certifi cation）制度が創設され、同制度の対象品

目にはCCC マークが付されることとなった。従前

の CCIBマーク及び長城マークの制度は 2003 年 4

月末をもって廃止された。

また、2008 年 1月、中国政府は、ファイアウォー

ルやスマートカードOS等 13 品目の ITセキュリティ

製品を強制認証制度の対象品目に新たに追加する

旨発表した。これに対し、我が国は、中国政府と

二国間協議を行うとともに、米国、欧州、韓国とも

連携して 2008 年及び 2009 年のTBT委員会で懸

念を表明した。これらの働きかけの結果もあり、中

国政府は当該措置の改正を行い、最終的には 2010

年 3月のTBT委員会等で、当該措置が政府機関

に適用されるものであり、国有企業の調達には適用

されないことを発表した。なお、2010 年 5月より、

中国政府は ITセキュリティ製品を対象とした当該

措置を「国家信息安全産品認証」制度との名称で

運用を開始している。

＜国際ルール上の問題点＞

二重認証の状態は改善されたものの、中国国外

にある工場の場合には認証取得までに時間がかか

る場合がある。これは初回工場審査については海

外の適合性評価機関による実施が認められていな

いためであるところ、当該問題点は、TBT 協定第

6.4 条（外国の適合性評価機関の国内における適合

性評価活動への参加奨励規定）及び中国の加入に

関する作業部会報告書パラグラフ195（外国の適合

性評価機関に対する内国民待遇の確保）、同パラグ

ラフ342、加盟議定書第 1.2 条に違反する可能性が

ある。

また、ITセキュリティ製品の強制認証についても、

本件措置の政策目的に照らして不必要に厳格な規

制が導入されないよう（TBT 協定第 2.2 条）、今後

も動向を注視する必要がある。

＜最近の動き＞

製品安全、認証、標準化活動にかかる協力の覚

書が 2007年 4月に日中間で結ばれたのを契機に、

日中間の強制認証制度の円滑化に向けた議論を

行ってきた。現状、日中間で実務者級協議を開催し、

幅広く両国の制度に関する情報交換及び認証制度

の運用に関する議論を行っているところ。今後とも、

引き続き認証の運用面での課題改善を目的として協

議を継続していく予定である。

ITセキュリティ製品の強制認証については、2010

年 3月に当該措置が政府機関に適用されるもので

あり、国有企業の調達には適用されないことが確認

され、我が国産業界への悪影響は基本的に払拭さ

れた。我が国は、2010 年 8月の日中ハイレベル経

済対話で本件を取り上げている。また、我が国は、

WTOの場でも、2008 年 7月以降のTBT委員会

において、ITセキュリティ製品の強制認証制度につ

いて EU等とともに懸念を表明している。さらに、

2009 年 11月以降のTBT委員会においては、IT

セキュリティ製品の強制認証制度に加え、国家の秘

密事項に当たらない情報を暗号化する技術や製品

の輸入・生産・販売等を行う場合、国家暗号管理

員会商用暗号管理弁公室（OSCCA）の許可が義

務付けられる商用暗号管理条例及び、通信、金融・

鉄道・エネルギー、政府機関、国家機密の４分類

に関わるシステムにて用いられるITセキュリティ製

品を中国政府公安部が等級付け（１～５等級）し、

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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３等級以上の場合は中国産をコア要素にすること

を義務付けする情報セキュリティのレベル別保護管

理法（Multi-Level  Protection Scheme）について

EU等と共に懸念を表明している。

2013 年以降、中国政府は強制認証制度の改正を

実施しており、例えば、認証プロセスに関し、製造

工場のランク付けを行い、優良工場で製造される場

合においては、初回工場審査を認証後に実施する

ことが可能となったり、中国国内への立地が条件で

はあるものの、外国資本による認証機関、試験機

関の登録を認めるといった改正が行われている。

（2）中国銀行業IT機器セキュリティ規制
＜措置の概要＞

2014 年 9月3日、中国政府（銀行業監督管理委

員会、国家発展改革委員会、科学技術部、工業情

報部）は、①中国銀行業における安全かつ制御可

能な情報技術の採用比率を2019 年までに 75％に

引き上げ、②中国銀行業に対するネットワークセキュ

リティ監査基準を構築し、銀行業専用の情報技術

と製品のセキュリティ検査を強化することを内容と

する「情報セキュリティコントロール技術の応用によ

る銀行業のネットワークセキュリティと情報化に関す

る指導的意見」（以下「指導的意見」という。）を

発出した。

さらに、2014 年 12月26日に、指導的意見を受け、

銀行等が使用する情報通信技術に関連する製品や

サービスに関して、中国国内の知的所有権に基づく

製品の使用、中国独自の基準に基づく評価・認証、

国境を越えたデータ流通の妨げとなる仕様の導入

等を要求することを内容とするガイドラインをごく限

られた一部の利害関係者にのみ発出した。続いて、

2015 年 2月12日には、関連要件において「国別差

別」は存在しない等の文言を含む、ガイドラインの

補足説明を公表した。

各金融機関はガイドラインに基づき、2015 年 3月

15日までに今年度計画及び 5 年間の全体計画を提

出することが求められている。

本指導的意見及びガイドラインは銀行業における

情報技術製品に関する強制規格である蓋然性が高

いが、いずれもTBT通報がなされていないだけで

なく、パブリックコメントの手続きにも付されていな

い。指導的意見及びガイドラインの補足説明は公表

されているものの、最も重要なガイドラインは公開さ

れていない。

＜国際ルール上の問題点＞

2015 年 2月12日に公表されたガイドラインの補

足説明には、関連要件において「国別差別」が存

在しないと記載されているものの、一方で、未公表

のガイドラインには、中国国内の知的財産権に基づ

く製品の使用を要求する規定が置かれているとされ

ており、中国の規制を今後精査するとともに、運用

を注視していく必要がある。

仮に中国国内の知的所有権（中国民間人等が所

有）に基づく基幹技術を用いた製品の使用が要求

されている場合には、中国における銀行業に必要な

セキュリティレベルが明確でないため、当該義務付

けの正当性（なぜ、中国民間人・法人等が所有する

中国国内の知的所有権使用が必須なのか）が不明

である。また、中国独自の評価・認証の内容によっ

ては、その正当性についても同様に懸念が生じる。

これらの義務は、中国民間人・法人等が所有する中

国国内の知的所有権の使用許諾取得等の必要性や

手続面からみて、正当な規制上の根拠に基づくもの

とは言えず、海外ベンダー等にとって相対的に不利

な条件となる場合には、海外産品に対する不利で

ない待遇の確保（内外無差別の原則）を義務づけ

るTBT 協定第 2.1条に違反するおそれがある。加

えて、これらの義務は、正当な目的（中国における

銀行業に必要なセキュリティレベル）の達成のため

に必要以上に貿易制限的である場合には、TBT 協

定第 2.2 条に違反するおそれもある。

本規制はTBT通報や公表がなされておらず、強

制規格案等を事前にWTOに通報し、意見を募集

することを義務づけるTBT 協定第 2.9.2 条や利害

関係者に制定されたすべての強制規格等を速やか

に公表等することを義務づける同協定第 5.8 条等に
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違反するおそれがある。

＜最近の動き＞

2015 年 3月 3日、情報通信機器業界 5 団体が

連名で，中国政府に対し本制度への懸念を伝達す

べく意見書を提出した。また、同年 3月13日、我

が国政府からも中国政府に対して、わが国の懸念に

ついて申入れを行った。他、同年のTBT委員会 3

月会合において、米国・EU・カナダと共同で本件に

対する懸念を表明した。これを受け、本制度の施

行を延期したという情報もあるが、引き続き、関係国・

関係事業者と協力し、二国間協議やTBT委員会

を含む各種委員会の場等を活用しつつ、制度の是

正を促していく。

（3）電子情報製品汚染予防管理方法
＜措置の概要＞

2005 年 9月にTBT通報された中国の電子情報

製品汚染予防管理方法（以下、「管理弁法」という）

は、2006 年 2月、信息産業部、国家発展改革委

員会、商務部、税関総署、国家工商行政管理総局、

国家品質監督検査検疫総局、国家環境保護総局の

7機関の連名で公布され、2007年3月に施行された。

管理弁法の目的は、廃電子情報製品による環境汚

染の管理及び削減、資源の節約、電子情報産業の

持続的開発の促進（第1条及び第2条）とされている。

管理弁法は、電子情報製品（ラジオ、テレビ、コン

ピュータ、家庭用電子製品等）に含有されている有

害・有害物質あるいは元素（鉛、水銀、カドミウム、

六価クロム、ポリブロモビフェニール（PBB）、ポリ

ブロモディフェニールエーテル（PBDE））の一定割

合を超える使用（生産、販売及び輸入）を規制（第

3 条）し、違反者（設計者、生産者、販売者及び

輸入者）に対しては、弁法に記載された機関（海関、

工商、品質検査、環境保護の部門）が、各自の職

務責任の範囲内で処罰を行う（第 22 条）。

管理弁法では、生産者又は輸入者に対し①環境

保護使用期限の制定（第 11条）、②有害有毒物質

の名称や含有量の表示、③リサイクルの可否（いず

れも13 条）等が課され、弁法施行直後から運用さ

れている。他方、④国家認証認可監督管理部門に

よる「強制的な製品認証（第 19 条）の具体的方法」、

強制認証となる製品のリスト（＝「重点管理リスト（第

18 条）」）については、未だに制定されていない状

況である。

＜国際ルール上の問題点＞

上述「重点管理リスト」の未制定を始めとして、

TBT通報時点で弁法上規制する要素や方法の多く

が公表されておらず、また、電子情報製品の有害物

質予防の基準には「国家基準」と「業界基準」が

存在し（第 9 条）、しかもその定義、範囲や両者の

区分が明記されていないため、現時点では、管理

弁法の必要性（TBT 協定第 2.2 条）の検証を行う

ことができない。

また、これらの内容が確定次第、再度 TBT通

報を行う必要がある（TBT 協定第 2.9 条参照）と

考えられる。

＜最近の動き＞

2010 年10月にTBT通報された認証制度の方法、

対象製品について EU及び日本から懸念を表明し

（2011年 3月の TBT委員会）、自動車・電池・部

品等を本リストから除外することを要望しているが、

これに対し中国から明確な回答が無い状況である。

2012 年 7月には、現地民間団体が主催するセミナー

に出席した信息化部の幹部と認証制度について意

見交換するとともに、先方に対し、認証に際しては

日米欧と同様の自己認証制度を認めるよう、要望を

行った。

我が国のエレクトロニクス業界は中国国内におい

て多数の製品を製造・販売しているため、重点管理

リストの制定、本弁法の改廃は重大な影響をもたら

すことが懸念される。今後も、TBT委員会を始め

2 国間の協議を通じ、先方の意向を迅速かつ詳細

に聴取すると共に、国際的に公平で開かれたルール

の作成を慫慂する等の取り組みを行っていく必要が

ある。

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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（4）化粧品新原料規制
＜措置の概要＞

中国政府の国家食品薬品監督管理局（SFDA、

2013 年 3月から国家食品薬品監督管理局、CFDA

に改組。）は、2009 年 12月、化粧品の安全確保

による消費者保護を目的として、「化粧品行政許可

申告受理規定」（以下、「本規定」という。）を公表

した（施行は 2010 年 4月。TBT通報は 2010 年 3

月に行われた。）。これにより、化粧品生産業者また

は輸入業者は、化粧品新原料の使用時又は初回の

輸入前にCFDAに許可申請を行い、CFDAの審査

を受ける必要が生じた。

CFDAは、2011年 5月、化粧品新原料の申請及

び評価を行う際のガイドラインとして、「化粧品新原

料申請及評価指南」（以下、「本ガイドライン」とい

う。）を公表した（施行は同年 7月。TBT通報は同

年 6月に行われた。）。本ガイドラインにより、化粧

品新原料の定義、遵守事項、申請手続、評価原則

等が一定程度明確化された。

本措置は導入後 5 年間が経過しているが、新原

料の登録実績は世界中からの申請で4件に過ぎず、

新原料を含む化粧品の生産及び輸出ができない事

態が継続している。その他、本措置に関し、我が

国は以下の懸念を有している。

まず、本ガイドライン第 3 条（Ⅱ）2（2）によれば、

新原料は複合物質であってはならないとされており、

単一物質での申請、安全性評価を要求している点

である。植物エキスや発酵液等の中には、実質的に

溶媒と新物質に単離困難な原料があることや、また、

仮に単離したとしても、その工程中に化学的変化が

起こり、実際に化粧品に配合される原料とは別の物

質になる可能性があり、安全性の適正評価とはなら

ない。日米欧を含む多くの国と同様に、最終製品

に配合されているものと同物質で申請を行うことが、

新原料の安全性確保の観点からも望ましいと考えら

れる。

また、情報開示及び情報公開にも改善の余地が

ある。中国政府は、新原料の審査において、製造

工程における手順・反応プロセス・反応条件の詳細

等の企業秘密にかかる内容の開示を要求するケース

があるほか、審査終了後、当該情報をSFDAのウェ

ブサイト上に掲載した事例がある。CFDAは 2014

年 1月に、2014 年 4月以降の新規原料許可の運用

規定変更に関するパブリックコメントの募集を行っ

ており、新原料の許可を企業毎の許可と規定し、4

年間は製造方法等の企業秘密を告示しない等の考

え方を示すと共に、2月にWTO-TBT通報が公開

されている。これにより情報開示及び情報公開の改

善が行われ、新原料許可が加速化される可能性が

あるものの、詳細については不明な部分も多い。

＜国際ルール上の問題点＞

TBT 協定 2.2 条及び 5.1.2 条において、「強制規

格及び適合性評価手続は、正当な目的が達成でき

ないことによって生じる危険性を考慮した上で、正

当な目的の達成のために必要である以上に貿易制

限的であってはならない」としている。上述のとおり、

中国政府は、本規制案の目的は、化粧品の品質安

全の確保と主張しているが、新原料の登録が進ま

ない点については合理的理由を説明していない。ま

た、単一物質の申請・安全性要求をはじめとする本

措置は、政策目的に照らして必要以上に貿易制限的

である疑義があり、これらの条文に違反する疑義が

ある。

＜最近の動き＞

我が国は、2011年 6月のTBT通報に対して、ま

た 2012 年 6月には中国政府のTBT照会所に対し

て、懸念を表するコメントを送付した。また、2011

年 11月以降のTBT委員会においても、TBT 協定

整合性上の疑義等について問題提起を行い、科学

的根拠のない規制は緩和し、審査基準・審査手続

を明確化すべきことを要望してきている。なお、当

該委員会においては、米国及び欧州も同様に懸念

を表明している。

我が国としては、本件に関する動向を引き続き注

視するとともに、関係国と連携しつつ、本規制の改

善を求めていく。
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（5）化粧品ラベル規制
＜措置の概要＞

2014 年 11月15日、中国化粧品表示規則が公布

され、12月12日付で中国国務院食品薬品監督管

理部門（CFDA）よりTBT通報がなされた。施行

日は 2015 年 7月1日を予定。本法の目的は、化粧

品市場の監督管理を強化し、消費者の権益を保護

することである。本法案の主な内容は以下の通りで

ある。

①化粧品ラベルを貼り付けや、切り取り、修正の方

法で修正、補足してはいけない。

②生産者名、全成分表示、品質保証期限等の記載

事項をラベルへ記載しなければならない。記載

事項に、実際の生産加工者も含まれる。

③効果効能試験の結果を製品に表示した場合、当

該試験の詳細が記載されたレポートが、CFDA

が指定したホームページで公示され、監督を受け

なければならない。

＜国際ルール上の問題点＞

②については、ラベルに生産者の名称等を記載

することを要求する目的は、違法製品の法的責任を

追及しやすくするためと説明されているが、消費者

にとっては、品質問題等があった場合にその責任を

負う者が誰であるかが重要な情報と考えられるとこ

ろ、品質責任を法的に担保する企業の記載のみで足

り、実際の生産加工者の記載までを要求する必要

性は説明されていない。よって、その措置の目的に

照らして必要以上に貿易制限的であり、TBT 協定

2.2 条に違反する可能性がある。

また、③については、効果効能試験の詳細を記

載したレポートをホームページで公開することによ

り、消費者に対する情報提供と、企業による商品

の技術内容の向上を促すことが目的とされている。

しかしながら、効果効能試験のレポートの詳細を知

らないことによって、消費者が購入する際に適正な

判断が妨げられていること等、当該情報の提供を

強制する必要性が説明されていないので、目的に照

らして必要以上に貿易制限的であり、TBT 協定 2.2

条に違反する可能性がある。

＜最近の動き＞

本法案のTBT通報に対して、2015 年 1月に中

国政府のTBT照会所に対して、懸念を表明するコ

メントを送付した。今後、本件の動向を注視すると

共に、TBT委員会や二国間での働き掛けを積極的

に行うことにより本法案の改善を求めていく。

なお、①の規制については、条文上は、現在認

められている貼り付けによるラベルが引き続き認め

られるか否か直ちに明らかではないが、貼り付けに

よるラベルが禁止され、印刷によるラベル表示が義

務付けられるとすれば、貼り付けによるラベルが禁

止された後は、中国向けについては、中国専用のパッ

ケージを最初から製造しなければならなくなる。こ

のため、中国のTBT通報に対して送付したコメン

トにおいて、引き続き貼り付けによるラベルを認め

ることを明示的に規定するよう要請している。

貼り付けによるラベルを禁止する目的として、違

法企業がラベルを何度も貼り直すことを防ぐことが

謳われているが、剥がれにくい貼り付けによるラベ

ルでもその目的を達成することはできると考えられ

るので、印刷表示以外を認めないのであれば、必

要以上に貿易制限的であるとしてTBT 協定 2.2 条

に違反する可能性がある。

（6）化学物質規制
＜措置の概要＞

2010 年 10月15日、「新規化学物質環境管理弁

法」が施行された。中国国内の新規化学物質の生産・

輸入の管理のために、生産前・輸入前の登録を義

務付けるものであり、EUのREACH規制の規定を

多く採用していることから、中国版 REACHとも呼

ばれている。

本法では，生分解性試験（活性汚泥等の微生物

源により、化学物質が一定期間に分解される割合を

測る試験）、魚類急性毒性試験（化学物質に一定時

間暴露された魚類の致死率を測る試験）及びミミズ

急性毒性試験（化学物質に一定時間暴露されたミミ

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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ズの致死率を測る試験）の3つの生態毒性試験は、

中国国内で飼育繁殖された生物を用いて、中国国

内で実施することが要求されている。化学物質の安

全性試験については、OECDの定めるテストガイド

ライン（OECDテストガイドライン）が国際的に使用

されているが、OECDテストガイドラインでは、こ

れらの生態毒性試験に使用する生物種の原産地お

よび試験所の所在国を指定してはいない。

本法に対応するためには、国際ガイドライン

（OECDテストガイドライン）等に従って取得した試

験データを保有していたとしても、中国国内で飼育

繁殖された生物種を用いて中国国内でデータを再取

得することが必要となり、円滑なビジネスの遂行に

支障をきたしている。

＜国際ルール上の問題点＞

上記の 3つの生態毒性試験については、中国国

内で飼育繁殖された生物種を用いて中国国内で実

施することが定められている。しかしながら、同一

の生物種の生態的特性が原産地により異なるとは

通常考えにくく、仮に同一の生物種の生態的特性が

飼育繁殖条件により異なるということであれば、試

験に用いる生物種の飼育繁殖条件を指定すれば良

いと考えるところ、中国は、中国国内で飼育繁殖さ

れた生物種を用いて試験を実施しなければならな

い理由を説明していない。特に、上記 3 つ以外の

生態毒性試験（藻類生長阻害試験等）には同様の

条件は定められておらず、生態毒性試験の種類で

条件を異ならせている理由も説明されていない。こ

れらの理由について合理的な説明ができない場合

は、適合性評価手続きが必要である以上に厳重な

ものであってはならないという、TBT5.1.2 条に違

反する可能性がある。

＜最近の動き＞

2014 年 2月、日本の化学業界からミッションを

派遣し、中国当局へ制度の改善要求を実施した他、

同年 11月のTBT委員会開催中の二国間会合の場

を活用し本制度に関する懸念を中国側へ表明した。

今後、TBT委員会やその他のチャネルを通じて制

度改善を促していく。

サービス貿易

［加盟に伴う約束］
WTO加盟前の中国では、主要なサービス分野に

おける外資企業の参入は厳しく制限されており、例

えば、流通業については限られた大都市と経済特

別区において小売業の試験的な進出が認められて

いる程度であり、電気通信業については外資企業

の参入が禁止されていた。

加盟交渉の結果、中国は、各サービス分野につ

いて、外資企業に係る地理的制限や出資比率上限

等の規制を、加盟後およそ 5 年以内に段階的に緩

和、撤廃していく旨の自由化約束を行った。

［実施状況・問題点］
以下に記すとおり、現在に至るまで加盟約束が完

全に履行されていない状況も見受けられ、中国政府

には今後更なる対応が求められる。

［個別措置］
（1）流通
＜措置の概要＞

中国は、WTO加盟約束に従い、2004 年 6月1

日に「外商投資商業領域管理弁法」を施行し、流

通分野において段階的に外資制限や地理的制限を

撤廃してきた。しかし、外国事業者は、本、新聞、

雑誌及び音響映像製品の流通に従事できないか、

又は内資企業に比し登録資本、操業期間、取り扱

える出版物等の点で不利な扱いを受けている。

＜国際ルール上の問題点＞

中国はWTO加盟時に、小売の 30 店舗以上の

チェーンストアを除き、本、新聞、雑誌の流通につ

いて、加盟後 3 年以内（小売業は 1年以内）に外

資制限を撤廃、自由な流通を認めることとしており、
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中国の上記規制措置は加盟約束に違反している可

能性がある。

＜最近の動き＞

本件措置に関し2007年 4月、米国は中国に対し

てWTO協定に基づく協議要請を実施したが、協

議では解決に至らず、同年 11月のWTO 紛争解決

機関会合でパネルが設置された（我が国及び EU

等が第三国参加。詳細は、本章「貿易権」を参照）。

最終的に上級委まで争われるも2009 年 12月に中

国の協定義務違反が確定した。履行措置期間は

2011年 3月までと設定されていた。

電子出版物については、2008 年 2月、新聞出版

総署が新しい「電子出版物出版管理規定」を公布、

「外商独資（外資100％企業）、中外合弁（外国企業

と中国企業とが出資して設立される企業）、中外合

作企業（中国側と外国側がそれぞれ出資方法、利

益の配分、資産の分配等を予め契約に定め設立す

る企業）が電子出版物の総卸売、卸売業務に従事

してはならない」という条項を削除した。

図書、新聞、雑誌に関しては、2011年 3月に、

新聞出版総署が出版管理条例（2001年）の改正を

公布・施行し、中外合弁、中外合作、外商独資企

業による「発行」業務が追加された。さらに、国家

改革発展委員会・商務部は、2011年 12月に「外

商投資産業指導目録（2011年改正）」を公布し、

2012 年 1月から施行されている。その中で、図書、

新聞、雑誌の総発行・輸入業務、音響映像製品及

び電子出版物の輸入業務及び電子形式による音楽

流通サービスが禁止類（投資不可）から削除され、

制限類（特別な許認可取得の上、投資可能）にも

含まれていないことから、許可類（一般的な許認

可取得の上、投資可能）になったと考えられるもの

の、今後の施行状況を引き続き注視していく必要が

ある。

さらに、中国は、2012 年 2月のWTO･DSB 会

合において、DSB 勧告を大部分履行したこと及び

米中両国が 2012 年 2月に紛争解決に向けた覚書

に合意したことを表明した。同年 5月に、米中両国

が DSB議長宛に発出した共同コミュニケーションに

よれば、同覚書の内容には、中国政府が定める外

国映画の年間配給制限枠（利益配分方式での輸入

の承認）の 20 本とは別に、IMAXや 3Dなどの高

精細な映画の輸入を少なくとも年間 14 本認めるこ

と、中国での映画の興行収入に関し、映画のプロ

デューサーに対する収益配分を25%に引き上げるこ

と等が含まれている。同年 5月のWTO･DSBにお

いて、中国は、DSB 勧告を全て履行したと表明した。

一方、米国は、米中両国で合意した覚書は、重要

な進展を示すものではあるが、最終的な解決では

ないと表明している。

我が国としては、米中両国の動向に留意しつつ、

中国の関連法制度の改正動向や施行状況等を注視

するとともに、二国間政策対話等やWTOサービス

交渉等により、更なる外資規制の緩和を働きかけて

いる。

（2）建設、建築・エンジニアリング
＜措置の概要＞

建設サービスについては、加盟時の約束に従い

2002 年 9月に「外商投資建築業企業管理規定（建

設部・対外貿易経済合作部令第 113 号）」を公布

し、100％外資法人が容認されることとなった。また、

2003 年 9月には実際に我が国建設企業による最初

の100％外資法人が認可された。

しかし、当該現地法人が資質証（建設業許可証）

を取得するためには、特級、1級、2 級、3 級といっ

た資質の等級ごとに資本金、技術者数に関する要

件が課されており、等級ごとに施工できる工事規模

が限定されている。また、2007年に改訂された「特

級」資質申請基準においては、一定以上の純資産

額、営業税納付額、銀行信用額のほか、技術センター

の設置、特許保有義務が課せられた。なお、専門

工事業においては、一部下請け発注を認める改正

があったものの、厳しさは緩和されておらず、我が

国建設企業の100％外資法人のほとんどが、その

過重な要件ゆえに 2 級の資質取得にとどまってい

る。中央政府は、建設市場の適正管理、不適格業

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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者の排除を目的に様 な々制度の改革を実施している

が、資質等級による工事規模の制限等を課すことで

外国サービス提供者の能力に見合う工事施工の妨

げとなっているのみならず、100%外資法人は、外

国投資によるプロジェクト等の一部の工事しか受注

できないなど、実質的な参入障壁が解決されておら

ず、逆に規制強化と言える分野もある。なお、従来、

現地法人を持たない外国建設企業であっても中国

国内における建設工事を直接受注することが可能で

あったが、2005 年 7月より外国のサービス提供者

は現地法人を設置しなければ受注することができな

くなり、WTO加盟前と比較してサービスの提供が

一層困難となった。

建築・エンジニアリングサービス等については、

2002 年 12月より実施されている「外商投資建設工

事設計企業管理規定」（以下、「設計規定」という）

における要件を緩和した「外商投資建設工事設計

企業管理規定実施細則」（以下、「細則」という）

を2007年に公布した。「設計規定」では、外資建

設工事設計企業が建設工事設計企業資質を申請す

る場合、中国登録建築師、登録工程師資格を取得

した外国サービス提供者の人数は、それぞれ資質

等級別基準規定による登録営業人員総数の1/4を

下回ってはならず、関連する専業設計の経験を持つ

外国サービス提供者の人数は資質等級別基準の規

定による中堅技術者総人数の1/4を下回ってはなら

ないとした要件があるが、「細則」によれば「設計

規定」の上記要件を満たしていない場合には中国

人の登録建築師と登録工程師を雇用することで1/4

以上の人員を確保することを認める等、関係要件を

緩和する内容となっている。他方、「設計規定」では、

資質取得にあたって外国系企業の海外業績が考慮

されることとなっているものの、海外の業績に関す

る具体的基準は明記されていない。また、設計士

資格を保有する者でないと、中国設計院（設計会社）

に許可申請が出来ない等の制限も存在する。

＜国際ルール上の問題点＞

建設サービスについて、中国は、WTO加盟に際

し、外資比率が過半数となる合弁建設企業の設立

を容認するとともに加盟後 3 年以内に100％外資に

よる現地法人の設置を容認しており、また、建築・

エンジニアリングサービスについても中国は加盟に

際し、建設と同様に外資比率が過半数の合弁企業

を容認するとともに、加盟後 5 年以内に100％外資

による現地法人の設置を容認するとの約束を行って

いるものの、法人が実際に事業に参入するに当たり、

必要以上に加重な資質取得要件や受注事業の限定

等の制約を課しているため、結果的に外資サービス

提供者が中国市場に参入できない状態にあること

は、加盟約束に違反している可能性がある。

＜最近の動き＞

建設サービスでは、引き続き直接受注は認められ

ておらず、受注できる工事が制限されており、我が

国建設企業の施工能力に見合った工事案件が受注

できていないばかりか、中国の資格取得を義務づけ

る制度改訂が行われている。また、建築・エンジニ

アリングサービスにおいても、外資系企業の海外業

績の考慮に関する具体的基準は未だ不明確なまま

である。加えて、一部の地方政府の中には、プロジェ

クト毎に必要性に疑義のある現地法人（分公司）設

立義務を要求しているところも見受けられる。我が

国は 2009 年のサービス貿易理事会（中国TRM）で、

制度の詳細や加盟約束との整合性について確認・

指摘を行ってきたが、満足な回答は得られていない。

今後とも法整備及び運用の動向について注視し、

様 な々機会を捉えて改善を求めていく必要がある。

（3）電気通信
＜措置の概要＞

中国はこれまで、経営範囲、出資比率、営業地域、

最低資本金等の制限を段階的に緩和している（2007

年 12月施行の「外商投資産業指導目録（2011年改

正）」及び国務院が 2008 年 9月に改正・施行した「外

商投資電信企業管理規定」によれば、出資比率が

49％を超えない範囲で外資企業の基礎電信業務の

提供を認めている（なお、2008 年 3月、国務院は
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中央官庁改革により電気通信産業の主管を「情報産

業部」から「工業・情報化部」に変更している）。）が、

実際には以下に掲げられる問題等により、外資企業

による中国の電気通信業への参入は順調には進ん

でいない。

①電気通信業務

2002 年 11月に施行された「外商投資電信企業

管理規定」第 4 条により、外資の電気通信企業は、

基礎電気通信業務、付加価値電気通信業務を取り

扱うことが可能であるが、これら基礎電気通信業

務及び付加価値電気通信業務については、2003 年

4月から施行されている「電気通信業務分類目録」

に具体的な分類が列挙されている。しかしながら、

これらのうち、外資が提供可能であるサービスは限

定的であるとの実態があり、結果として、中国に参

入している日系通信事業者を含む外資系通信事業

者が、現地日系企業等からの要望も高いデータセン

タサービス、インターネット接続サービス等を提供す

る上で、大きな障害となっている。

この点、2010 年 5月、国務院は『民間投資の健

全な発展を奨励・指導することに関する若干の意見』

を公布し、民間資本が資本参加の形で基礎電気通

信の運営市場に参入することを認めることにした。

また、2012 年 12月に開催された 2013 年全国工業・

情報化工作会議では、移動通信の再販業務やアク

セス網業務の試行への民間参入を推進することを表

明した。移動通信の再販については、工業・情報

化部が 2013 年 5月に発出した「移動通信再販売業

務の試行展開に関する通告」によって試行的に実施

しているが、試行申請の要件として「海外上場会社

の場合には外資等の株式割合が 10％以下で筆頭

株主が中国の投資者であるときに限る」とされてお

り、外資の参入は非常に限られているのが現状であ

る（なお、同通告は、試行申請の受理期間は 2014

年 7月1日まで、試行の終了を2015 年 12月 31日

までとしている）。他方、アクセス網業務については、

2014 年 12月、工業・情報化部は「ブロードバンド・

アクセス市場の民間資本への開放に関する通告」を

発表し、民営企業がアクセス網サービスに必要なイ

ンフラを構築してユーザーに対しブロードバンド・ア

クセス・サービスを提供することを奨励するとして、

「ブロードバンド・アクセス網開放試行方案」を同

通告の付属資料で規定した。この方案では、試行

都市は上海・広州等の16 都市、試行期間は 2015

年 3月1日から3 年とされている。

②免許要件等の透明性

2003 年 4月から施行されている「電気通信業務

分類目録」において、第二種付加価値電気通信業

務とされる「情報提供サービス」の全国免許等の電

信業務の免許取得に際し、法令に明記されていな

い条件を口頭で要求される等、不透明な裁量行政

運営がなされている。

③電気通信法の制定状況

WTO加盟時の約束に沿った電気通信事業の基

本法たる「電信法」は 2015 年 2月現在、未だ公布・

施行はされていない。

④外国産ドラマ・アニメの放送制限規制、総量規

制の緩和・撤廃、および広電総局が行うコンテ

ンツ輸入審査基準の明示・緩和等（【放送】）

2006 年 9月からプライムタイム（17～ 20 時）に

おける海外アニメの放送を禁止しており、また 2008

年 5月からは、この禁止時間が 21時までに延長さ

れている。また、同時間帯以外でも中国産ドラマ・

アニメと外国産ドラマ・アニメの放映比率が定めら

れている等、外国産ドラマ・アニメの放送に係る総

量規制が存在する。また、毎年年 2回（1月、7月）、

国家新聞出版広電総局（中国のラジオ・テレビ放送、

映画などのメディアを統括し、関連政策、規制など

をつかさどる国務院直属の機関）が外国産コンテン

ツの輸入審査を行っているようであるが、その審査

基準が不明確であり、中国へのコンテンツ輸出の大

きな障害となっている。2012 年 2月、国家新聞出

版広電総局は、「海外テレビドラマ・映画の輸入及

び放送への管理通知」を施行し、50 話以下のドラ

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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マ作品のみ海外ドラマ作品の輸入申請を認めること

としたほか、19 ～ 22 時における海外ドラマ作品の

放送を禁止するなど海外のコンテンツ作品の輸入審

査・放送管理を強化している。これらに加え、イン

ターネット上の動画についても、広電総局が 2014 年

9月に発出した「ネット上の海外映画・ドラマ管理の

確実な実施の更なる推進に関する通知」（204 号文

件）において、各動画サイトが年間で輸入・放送す

る海外映画・ドラマは前年度に購入し放送した国産

映画・TVドラマ総数の 30％を超えてはならないこ

となどが規定されているほか、向こう一年間に配信

する予定の全ての海外映画・ドラマを公電総局に審

査申請し、事前に許可を受けなければならないとさ

れており、管理が強化されつつあると考えられる。

＜国際ルール上の問題点＞

WTO加盟以前の中国では、電気通信サービス

販売を厳しく制限し、外資の参入を禁止していたが、

加盟時に以下のような約束を行っており、上記に掲

げられた措置は実質的に加盟約束に違反している可

能性がある。

①基本電気通信サービス（公衆の通信インフラ設備

やデータ通信・音声通信サービス等）のうち、国内・

国際電話等のサービス：外資出資上限 49％

②移動体通信サービス：外資出資上限 49％

③情報・データベース検索等の付加価値サービス：

外資出資上限 50％

また、中国は同時に電気通信に関する参照文書

についても約束しており、「免許条件の公の利用可

能性」等約束事項への違反がないか、注視する必

要がある。なお、2013年9月に開設された中国（上海）

自由貿易試験区においては、開放に向けた動きも一

部見受けられることから、同試験区における動向も

注視していく必要がある。

＜最近の動き＞

上記の他、我が国は最低資本金規制の撤廃、外

資規制の撤廃・緩和等に関して、WTOドーハ・ラ

ウンド交渉、日中経済パートナーシップ協議、中国

TRM等を通じ、中国に対し要望・加盟約束の履行

を促してきたが、今後は日中韓 FTA及び RCEPと

いった通商枠組において電気通信サービスの規制

状況を注視する必要がある。また、コンピュータ関

連サービスなどの隣接サービスにもWTO上の約束

に反する形で通信サービスの規制が過度にかかって

くることにならないか、注意が必要である。なお、

2013 年 9月に開設された中国（上海）自由貿易試

験区においては、開放に向けた動きも一部見受けら

れることから、同試験区における動向も注視してい

く必要がある。

（4）金融
（保険）

＜措置の概要＞

2006 年 6月、国務院は、WTO加盟時の約束を

果たし、対外開放を進める旨の記載のある「保険業

の改革及び発展に関する10 の提言」を公表したが、

外資系保険会社に対する認可に係る期間が長期化

している等、免許・支店（現地法人含む）・商品等

の認可に係る行政手続の透明性に課題がある。

2010 年 5月4日、外資が中国地場保険会社に資

本参加することに関し、中国保険監督管理委員会

（以下「保監会」という）は『保険会社株式管理方

法』を公布した。それによると、外資株主の出資・

資本参加比率が会社登録資本金の 25%を満たない

保険会社の場合は、以下の条件を満たせば、単一

株主（関連側も含む）による20%超の出資が認めら

れることとなった。具体的には、外国金融機関が単

一株主として保険会社の15%以上の株式を保有し、

または 15%未満の株式を保有しているが、保険会

社を直接または間接に支配できる主要株主で、継

続的な出資能力を持ち、直近 3 年の会計年度で黒

字決算となっていること、純資産が 2 億元を下回っ

ていないこと、良好な信用を持ち、かつ業界をリー

ドする地位にあることが単一株主の資本参加率上限

を外すための条件として示されている。

また、『保険会社株式管理方法』の第 5 条（外資

出資比率または持株比率が 25%以下の保険会社に
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ついて、2 以上の保険会社が同一機関の支配下に

ある場合には、利益の衝突または競争関係のある

同類の保険事業を経営してはならない）にて、いわ

ゆるダブルライセンスを禁止しているが、上述の支

配基準について明確な基準が現時点で示されてい

ないという問題がある。

また、再保険業務につき、2009 年 10月より実施

された新しい『保険法』は「国内優先再保険」の

関連規定を削除した。これに応じて、2010 年 5月

21日に改正された『再保険業務管理規定』（保監会、

2005 年）も内容が調整された。これにより、外国

保険会社が「国内優先再保険」に規制されなくなり、

中国地場保険会社と平等に競争できるようになっ

た。しかしながら、外国保険会社は保監会の認可

を得ない限り、その関連会社との再保険取引が禁

止されている（第 23 条）。

＜国際ルール上の問題点＞

自動車保険については、2006 年 7月1日より正

式に自動車交通事故責任強制保険条例が施行さ

れ、強制保険と任意保険が分離して運用されるよう

になり、複数の外資損保会社が任意自動車保険の

認可を取得した。しかし、外資損保会社が任意保

険を扱う場合には、強制保険を国内保険会社で別

途手配しなければならないため、内資保険会社と

比較した場合競争上不利であった。

2006 年 12月には、保監会は外資系保険会社に

対し、「外資系保険会社とその関連企業の再保険取

引情報開示の強化に関する通達」を発表。2007年

1月1日より実施され、外資系保険会社の情報開示

が一段と要求されるようになった。外資系保険会社

は、中国地場保険会社と同等な待遇を享受していな

い可能性があり、上記規定は加盟約束違反である

可能性がある。外資生保企業が中国に参入する場

合、合資企業の設立が義務付けられており、外資

の出資比率は 50%が上限となっている。なお、支店・

現地法人の設立認可に関しては、経済上の需要の

考慮や免許発給数量的制限なしに免許が発給され

る旨約束しているにもかかわらず、外資系保険会社

に対する認可については標準処理期間を大きく超え

る事例が見られ、実質的に外資系保険会社の参入

が制限されている場合、加盟約束に違反している可

能性がある。

＜最近の動き＞

これらの措置について、我が国は 2009 年 10月

のサービス貿易理事会（中国TRM）で制度の詳細

や加盟約束との整合性について確認・指摘を行った

が、満足な回答が得られていない。上記のとおり、

『保険法』の改正により、外国保険会社が中国の再

保険市場で業務を展開する場合に『保険法』の規

制がなくなった。しかし、中国国内の再保険業務は

まだかなりの部分が「人脈」で取るため、短期的に

は中国地場企業の独占状況は変わらないと予想さ

れる。

自動車保険に関しては、2011年 8月、保監会は「自

賠責保険制度の構築推進」と題するプレスリリース

を発出し、「外資開放を積極的に研究する」旨述べ

た。続けて、2012 年 2月、中国国家副主席と米国

大統領の面会時に発表された米中共同ファクトシー

トにおいて改めて対外開放の方針が示された。そし

て、2012 年 5月、自賠責保険制度の対外開放が実

現した。日系損保会社については、2014 年 4月及

び同年 5月に保監会より自賠責保険の取り扱いに必

要な 2 段階の認可のうち1段階目の経営範囲変更

認可を取得し、同年 11月には一部の日系損保会社

が 2 段階目の商品販売認可を取得し、自賠責保険

の取り扱いを開始した。

（銀行）

＜措置の概要＞

人民元業務に関して、2006 年 12月より「外資系

銀行管理条例」及び「外資系銀行管理条例実施細

則」が施行されるとともに、「外資系金融機関管理

条例」（2001年公布）は廃止され、外資系銀行に

対する人民元業務は開放された。

もっとも、外資系銀行が中国の個人向けに全面

的に人民元業務を行うにあたっては、現地法人化す

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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ることが実質的な条件となっているほか、外国銀行

支店の中国国内個人向けの人民元業務については 1

口当たり100 万元以上の定期預金に限られている。

なお、外国銀行の支店から現地法人に変わると中

国の銀行と立場が同じになるが、その結果、「預金

に対する融資の比率は 75％以下」、「1つの企業向

けの融資は銀行の資本残高の10％以下」などの規

制が新たに課されることになる。

前者の預金・貸出比率規制（75%以内）について

は、外資銀行の場合、中国国内での拠点展開が限

定的であるため、中国国内での預金調達には限界

があり、実質的に内外無差別原則にそぐわない可

能性がある。また、中国当局は不動産や株式への

投機的資金（ホット･マネー）の流入を防ぐために

外貨流入に制限をかける外債枠規制を設けており、

総量規制としての一定の効果はあるが、企業の資

金調達に支障が生じる場合には、中国経済の健全

な発展に影響を及ぼす懸念がある。

＜国際ルール上の問題点＞

中国は加盟後 5 年以内に、外資出資比率、業務、

法人形態等を制限する既存の信用秩序維持以外の

措置は撤廃するとしており、外資系銀行に課される

業務展開の条件等は加盟約束に違反している可能

性がある。

＜最近の動き＞

2010 年 9月、米国は、中国が人民元建てのカー

ド決済を中国国内の業者に独占させ、外国のカード

会社の参入を認めていない状況が、WTO加盟約

束に反するとして、中国に対してWTO協定に基づ

く協議要請を行った。その後、協議によって解決に

至らず、2011年 2月に紛争解決パネルが設置され

たが、2012 年 7月にWTO紛争解決委員会は、人

民元建てカード決済の中国国内業者の独占について

は立証なしとしつつも、中国の国内業者に有利とな

るロゴ表示義務や端末設置義務等は、外国のカー

ド会社を不当に差別し、WTO協定に違反している

との判断を下した。2014 年10月、国務院は外国カー

ド会社にも人民元決済及び決済会社の中国国内で

の設立申請を認めるという規制緩和策を発表した。

中国政府が 2013 年 9月に開設した「中国（上海）

自由貿易試験区」では、種々の分野で規制緩和が

試行的に行われており、金融の分野でも2014 年に

入り、区内企業によるクロスボーダー人民元取引が

使途等制限のもとで解禁されるなど、一連の金融

自由化政策が導入された。（2月18日、人民銀行上

海本部「20 号通達」および 2月20日「22 号通達」、

その他、2月21日、上海自由貿易試験区管委「26

号弁法」（商業ファクタリング関連）、2月28日、外

管局上海市分局「26 号通達」（グループ企業間の国

際的な外貨資金の集中決済・ネッティング・プーリン

グ解禁）など。）

また、こうした「中国（上海）自由貿易試験区」

における規制緩和の他地域への展開の動きもあり、

上記「26 号通達」で認められた外貨資本金の元転

の緩和措置が 7月4日の国家外貨管理局「36 号通

達」で国内 16 地域に、12月21日の国務院「65 号

通達」により、全国に展開されることとなった。65

号通達では、銀行によるコモディティ商品デリバティ

ブ店頭取引に関わる元転・外貨転業務も含まれてお

り、実施目途は 2015 年 6月30日までとされている。

更に、2014 年 12月28日には全国人民代表大会

常務委員会が、広東、天津、福建での新たな自由

貿易試験区の設立と上海における自由貿易試験区

のエリア拡大を決定しており、現行の上海試験区同

様、ネガティブリストによる外資管理と、それぞれ

の地域特性に応じて上海地区から規制緩和措置が

移植される予定になっている。

（証券）

＜措置の概要＞

WTO加盟に際し、中国政府が約束した証券業

の対外開放は、①合弁形態による証券投資ファンド

管理会社の設立において外資出資比率は加盟時に

は 33%まで、加盟後 3 年以内に 49%までの出資を

認める、②加盟後 3 年以内に合弁形態の証券会社

の設立は認めるが、外資の出資比率は 3分の1を
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超えない。合弁証券会社はA株の引受販売業務を

行うことができるが、A株の流通市場への参入は

認められない。また、中国側合弁相手は証券会社

である必要があり、合弁証券会社は親会社と同じ

業務ができない（いわゆる「競合禁止ルール」）といっ

た規制がある。なお、2008 年 1月施行の「『外資

が出資する証券会社の設立規則』を改正すること

についての決定」では、上場国内証券会社の株式

保有率は単独の国外投資家の持分比率は 20%を超

えてはならず、国外投資家全体でも25%を超えては

ならないとされている。

＜最近の動き＞

2012 年 4月に中国証券監督管理委員会（以下「証

監会」という）は適格国外機関投資家（Qualifi ed 

Foreign Institutional Investors：QFII）の投資額

の総計を800 億ドルまで拡大することを表明した。

また、証監会は、同年 8月、外資との合弁証券会

社の外資比率の上限を33%から 49%に引き上げる

規則改正案を発表した。その後、2013 年 7月12日、

証監会はQFIIの投資枠の総計を1500 億ドルに引

き上げると発表した。

また、クロスボーダー人民元取引規制の緩和とし

て、2011年 12月に人民元建て適格外国機関投資

家（RQFII）が導入され、2012 年 11月に投資枠が

2,700 億元に拡大された。当初は香港の金融機関

が対象であったが、その後、2013 年には英国（ロ

ンドン）向け 800 億元、シンガポール向け 500 億元、

2014 年にはフランス向け 800 億元、韓国向け 800

億元、ドイツ向け 800 億元、カタール向け 300 億元、

オーストラリア向け 500 億元、カナダ向け 500 億元、

2015 年にはスイス向け 500 億元と香港以外でも投

資枠が拡大された。

更に、2014 年 11月には上海証券取引所と香港取

引所間の相互取引が一定範囲（上海への投資にお

ける1日の上限は 130 億元、総額 3000 億元、香

港への投資における１日の上限は 105 億元、総額

2500 億元）で可能になり、RQFII によらなくても、

外国投資家が香港取引所経由で上海市場での元人

民元建て株式の取得が可能となった。

（金融情報）

＜措置の概要＞

2006 年 9月、中国国営新華社通信は「外国通信

社の中国国内におけるニュース・情報発布管理規定」

を公布し、即日施行すると発表。外国通信社が中

国でニュースを配信する場合、新華社の事前許可を

得ること及び同社の指定機関を通じて配信を行うこ

とが義務づけられた結果、従前認められていた外

国通信社による中国国内消費者への直接のニュー

ス配信が認められなくなった。

＜国際ルール上の問題点＞

中国は、「金融情報の提供及び移転」に係る自由

化約束を行っているところ、金融情報を含めた情報

につき外国通信社に対してのみ配信規制が課される

ことは内国民待遇義務に違反している可能性があ

る。また、中国は、同約束表において、進出済の

外国サービス提供者に認められた業務範囲等につ

いては、加盟時よりも制限的にはしない旨の約束も

行っており、本規定はこれらの約束にも違反してい

る可能性がある。

＜最近の動き＞

我が国は 2007年 11月の金融サービス委員会（中

国TRM）で問題提起を行ったが、満足な回答は

得られていない。2008 年 3月には、本件について

米国及び EUが、中国に対してWTO協定に基づ

く協議要請を実施（6月にはカナダも協議要請）。そ

の後、同年 11月13日、米国、EU、カナダは中国

と中国国内での外国通信社の金融情報サービス配

信規制を見直すことで合意。米国等の発表による

と、中国は、①配信許可を付与する独立の規制機

関を指定すること、②外国通信社が代理店等を通

じて配信を行わなければならないとする要件を撤廃

する、等といった内容に合意したとされる。

これを受け、2009 年 4月に国務院新聞弁公室・

商務部・国家工商行政管理総局が共同で『外国機

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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関の中国国内における金融情報サービス管理規定』

を公布し、2009 年 6月1日より実施した。同規定

では金融情報サービスが通信社サービスと異なるこ

とを明確にし、そのため、外国機関が金融情報サー

ビスを提供する際に『外国通信社の中国国内におけ

るニュース情報配信管理方法』（新華通信社、2006

年）の規制を受けなくなる。また同規定では、新

華通信社の代わりに、国務院新聞弁公室を外国機

関の中国国内での金融情報サービスの監督管理機

関として指定した。同規定には「外国機関が金融

情報を配信する際に代理が必要」との内容もない。

その結果、外国機関が国務院新聞弁公室の許可を

得れば、中国国内で中国国内消費者に向け直接金

融情報サービスを提供できるようになった。なお、

2012 年 1月12日時点で、国務院新聞弁公室は 28

社の外国金融情報サービス業者に対して中国国内

における金融情報サービスの提供を許可している。

知的財産

［加盟に伴う約束］
中国の知的財産保護制度は、同国の模倣品・海

賊版等の不正商品問題の深刻化等を反映して、加

盟作業部会において、加盟国側（特に先進諸国）

が特に強く改善を求めた分野の1つであった。同部

会での交渉の結果、中国は、加盟後直ちにTRIPS

協定を遵守することを約束した。すなわち、TRIPS

協定上の義務を、開発途上国等に係る経過措置の

適用を求めることなく、加盟時点において遵守する

とし、具体的に、専利法（特許・実用新案・意匠を

含む）、商標法、著作権法等の法制をTRIPS 協定

に整合させるために改正・整備することを約束した。

更に、権利行使に関しても、損害賠償額の適正化、

差止制度の整備、行政措置の強化、国境措置の強

化、刑事罰の適用要件の緩和、更には一般人に対

する教育・啓発等を通じ、TRIPS 協定上の義務を

履行することを約束している。

［実施状況］
中国における知的財産の保護は、実体面では、

専利法、商標法、著作権法、反不正当競争法、商

業秘密侵害行為の禁止に関する若干の規定、集積

回路の回路配置図保護条例、技術輸出入管理条

例等、手続面では、民法通則、刑法、税関法、知

的財産権税関保護条例等により規定されている。

WTO加盟に向けて国内法令をTRIPS 協定に整合

的な内容にすべく、数多くの新法令の創設・既存法

令の改廃が行われたほか、WTO加盟後にも引き続

き関連規定の整備・拡充などが図られている。

また、2008 年には、知的財産権の創造・活用・

保護・管理の能力を向上させるイノベーション型国

家の構築を目指す「国家知的財産権戦略綱要（2008

年 6月）」や、全国の知財保護活動の方針や具体的

措置を系統的に示した「2008 年における中国の知

財保護行動計画」（2008 年 4月）を制定し、積極

的に知的財産権保護に取り組む姿勢を打ち出した。

同年 12月には第 11期全国人民代表大会常務委員

会で改正専利法が可決され、2009 年 10月1日に

施行された。さらに、2010 年 10月、「知的財産権

の侵害及び模倣品・粗悪品の製造・販売を摘発す

る特別プロジェクト活動方案」が国務院で可決され、

全国範囲における知的財産権侵害及び模倣品・粗

悪品の製造・販売行為を摘発する特別プロジェクト

活動を集中的に展開した。また 2011年 11月には、

全国での知的財産権侵害及び模倣品・粗悪品の製

造・販売の摘発作業の指導を担う、全国知的財産

権侵害及び模倣品・粗悪品の製造・販売の摘発に

関する作業指導グループを設立した。さらに、「2012

年国家知的財産権戦略実施推進計画（2012年 4月）」

において、知的財産権侵害撲滅体制の構築を強化

するため、司法・行政各部局が取り組むべき具体的

な措置項目が掲げられ、地方でも例えば広東省で

模倣品の撲滅を1つの目標とする三打両建活動が
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行われた（なお現在、三打両建活動は一応終了し、

両建活動（市場監督体制の構築および信頼体制の

構築）のフェイズに入っている）。また、2012 年 8

月や 2013 年 3月には、行政執行の権限拡大など執

行面の強化を図る専利法改正案（意見募集稿）が

中国国家知識産権局（SIPO）より公表され、改正

商標法についても、2013 年 8月に成立、2014 年 5

月1日に施行されるなど、急速に改正作業が進めら

れている。さらに、2014 年度版の国家知的財産権

戦略実施推進計画（2014 年 4月）でも、インター

ネットを利用した権利侵害品・模倣品の販売につい

て特別行動を実施する等の取り組みも挙げられてい

る。この計画中「知的財産専門法院の設立」も検

討事項として掲げられているが、2014 年 8月31日

全国人民代表大会常務委員会で「北京、上海、広

州における知的財産法院設立に関する決定」が承

認され、実際にその後 2014 年中に北京、上海、広

州の三都市 1に知的財産法院が設立されている。こ

れにより、判断の統一による知財保護の強化につな

がることが期待される。

［問題点］
中国における知的財産制度は、法制の整備という

面のみについて見れば、いくつかの点については、

なおさらなる改善が必要又は望ましいと考えられる

ものの、ほぼ TRIPS 協定に整合的な内容となった

と考えられる。

他方、模倣品・海賊版等の侵害品の流通実態と

いう点では、かねてから問題視されてきたように、

中国政府当局の取組にもかかわらず、最近に至って

も改善を見せていない。2013年度に模倣被害があっ

たと回答した我が国企業のうち、67.0%が中国（香

港を含む）で製造、経由、販売・提供いずれかの

被害を受けているとする調査結果（特許庁「2014

年度模倣被害調査報告書」（2015 年 3月））、及び、

中国から輸出された知的財産侵害物品の差止件数

は 29,553 件で、前年比で 14.4%増と引き続き増加

傾向にあり、仕出し国の構成比においても、中国の

比率が全体の 9 割超（92.2%）であったという調査

結果（財務省「平成 26 年（2014 年）の税関におけ

る知的財産侵害物品の差止状況」（2015 年 3月））

は、これを裏付けている。かかる実態を是正するた

めには、実体法制の整備だけでなく、法制の適切

かつ効果的な運用、司法・行政各部門での取締り

の強化など、運用面での取組のさらなる改善が必要

である。また、そのような状況にもかかわらず、中

国の国務院が 2014 年 12月に発表した「国家知的

財産権戦略を深化し実施するための行動計画」に

は、5 年間で模倣品・海賊版の明らかな減少を目指

した「国家知的財産権戦略綱要（2008 年 6月）」の

目標を基本的に実現したとの記述があり、認識の

違いを埋めることも必要である。以下に、さらなる

是正・改善が望まれる事項を具体的に指摘する。

（1）模倣品・海賊版等の不正商品に関
する問題
知的財産権の保護には、まずは実体的な規定の

整備が必要であるが、この点については、WTO加

盟を契機とした、中国の一連の法改正や、最近の

商標法等の改正により改善が図られてきている点は

評価できる。しかしながら、TRIPS 協定及び国内

法により規定されている知的財産権の保護を実効的

なものとならしめるために、民事手続・行政手続・

刑事手続等を利用した権利行使（エンフォースメン

ト）が、より迅速かつ効率的に、また、公正かつ

公平に実現されるよう、権利行使に関する制度が整

備され、かつ、運用されることが不可欠である。以

下に、今後の中国における知的財産保護において

大きな役割を果たすエンフォースメント面での問題

点を指摘する。

1 これら三都市の法院は、それぞれ異なる職能となっている。北京では特許、商標等の行政権利付与、権利確定案件の審査及び処
理を主とし、民事案件の審査及び処理も兼ねる。広州と上海では、特許等権利侵害の民事案件の審査及び処理を主とし、特許、
商標等の行政権利付与、権利確定案件は審理しない。

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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＜国際ルール上の問題点＞

①不十分な行政上及び民事上の救済と刑事制裁

中国における知的財産権侵害に対しては、行政上

の取締り（行政当局による侵害行為の停止、過料の

課徴、侵害製品の差し押さえ及び廃棄等）、民事上

の救済（裁判所の判決に基づく差し止め、損害賠償、

謝罪広告による名誉回復措置等）、刑事上の制裁（懲

役、罰金等）が法令により定められている。

（行政上の取締）

行政上の取締りについては、中国政府も実施して

いるものの、その処罰内容については不十分な部分

がある。この点、商標権侵害の場合、新商標法第

60 条は、商標権侵害に対する行政上の過料の最高

額について、不法経営額（製造・販売した権利侵害

品の価値）の5倍（不法経営額が 5万元以上の場合）

又は 25 万元以下（不法経営額がない又は 5万元未

満の場合）と、上限を引き上げており、また 5 年以

内に商標権侵害行為を2回以上行った場合やその

他の重大な情状が認められる場合は、より厳重な

処罰を科さなければならないとしており、その実効

的な運用が期待される。

しかしながら権利侵害者が（作成が法的義務と

なっているにも拘わらず）故意に帳簿を作成しない

といったことにより、不法経営額を正確に算定する

ことは困難となっており、実際の不法経営額よりも

低く認定される傾向があるため、十分な抑止効果

のある過料が課せられないとの指摘がある。また、

著作権侵害の場合、著作権行政担当部局（版権

局）による行政処罰が執行されるためには「公共の

利益を損なった」ことが要件とされているが、著作

権の侵害以上に何が要求されているのか、この要

件の内容が不明確であり、捜査権限を有しない権

利者にとって過度の証拠の提出が求められる場合

があり、処罰のハードルが過度に高くなってしまうこ

とが懸念される。従って、要件の削除、又は運用

要件の明確化、過重な要件の緩和等が望まれると

ころである。なお 2013 年 1月に国務院法制弁公室

から公表された意見募集稿ではこの「公共の利益

の侵害」要件が削除されており、今後の動向が注目

される。更に、再犯がかなりの頻度で発生している

（経済産業省「中国における知的財産権侵害実態調

査」（2010 年 3月））ことから、追加の侵害の抑止

を求めるTRIPS 協定第 41条の観点から、処罰の

強化が求められる。税関における取締りについても、

総担保弁法の施行により手続の簡素化が実現され

たものの、更なる改善が求められる。具体的には、

現行の手続の改善（権利者の応答期間の適正化や

確認手続の更なる簡素化など）、侵害認定の際の保

管料等の権利者負担の廃止等が挙げられる。

また、中国で製造された模倣品等がその他のア

ジア諸国や中東等世界各地に輸出されており、不公

正な形で国際貿易を歪曲させている可能性が指摘

されている。更に、不当な原産地表示をした商品が

発見される事例も数多く報告されている。輸出品の

取締りはTRIPS 協定第 51条の義務ではないもの

の、第 41条第 1項で規定する効果的な権利行使

実現の観点から摘発のより一層の強化を求めていく

べき分野であると言える。

（民事上の救済）

民事上の救済については、知的財産権の侵害に

対し損害賠償の請求が認められており若干の損害

賠償金の高額化の流れも見られるものの、必ずしも

十分な賠償金が認容されない、勝訴しても賠償金

が取れないといった指摘が未だある。この点に関し

ては、例えば、専利法及び 2001年 7月施行の「最

高人民法院特許紛争案件審理の法律適用問題に関

する若干規定」、新商標法及び 2002 年 10月施行の

「商標民事紛争案件の審理における法律適用の若

干問題に関する最高人民法院解釈」、著作権法及

び「著作権民事訴訟案件の審理における法律適用

の若干問題に関する最高人民法院解釈」において、

損害額の算出方法が規定されているが、侵害者側

に証拠が集まっていることが多く、実際には各法・

解釈で規定されている法定賠償額の範囲内で裁判

所の裁量により賠償額が決定される事例が多く、権

利者が適正な賠償を受けられないとの指摘がある。
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2009 年 4月に通知された「現在の経済情勢下にお

ける知的財産裁判の大局支持に係わる若干問題に

関する最高人民法院の意見」においても損害賠償

の補償効果、懲罰効果及び抑止効果を強化する旨

の規定があるところ、損害補償のための十分な賠

償を求めるTRIPS 協定第 45 条の規定や、中国が

WTO加盟時に損害賠償額の適正化について約束

していることにも鑑み、裁判における賠償額の認定

にあたり、上記規定等がどのように運用されるかを

引き続き注視していく必要がある。この点、2013 年

3月に公表された専利法改正草案（意見募集稿）や

2014 年 5月に施行された新商標法においては、故

意の特許権侵害又は商標権侵害について、賠償額

を最高 3 倍まで増額しうる旨の規定や、法定賠償

額の規定（2013 年 3月専利法改正草案においては

100万元以下、新商標法においては 300万元以下）

がみられるところ、今後の動きが注目される。

（刑事上の制裁）

刑事上の制裁については、刑法第 3 章第 7節に

おいて、知的財産権の侵害に係る刑事事件に対し

て懲役や罰金等の罰則が規定されている（商標権

侵害について第 213 条から第 215 条、著作権侵害

について第 217条及び第 218 条）が、刑事罰の適

用要件については、刑事訴追基準（閾値）が 5 万

元に設定されていることに加え、基準として採用さ

れている不法経営額の算定にあたり、（過少申告す

る可能性が非常に高いと思われる）被疑者が主張

する販売額を安易にそのまま採用する等、適切な方

法でなされていないため、「商業的規模」の侵害で

あっても刑事訴追基準（閾値）を満たさず刑事罰が

課されないことが多い。また、侵害者が法人である

というだけで、その閾値は個人による閾値の3倍と

されているため、法人による侵害は、より刑事罰が

課されにくいという状況があった。

刑事罰が課されにくい状況は、侵害に対する抑

止力を弱めることになり、特に効果的な再犯防止に

つながらないため、実効的な知的財産権の執行の

観点から大きな問題であり、また、小口化して流通・

在庫管理を行う等の侵害の巧妙化事例が多くなり、

組織化・巧妙化する模倣品ビジネスの実態に対して、

（特に小規模な小売段階での）刑事摘発ができな

い、といった事態が生じる。我が国としても実効的

な知的財産権の執行の観点から強く関心を有し、日

中パートナーシップ経済協議等の日中間での各種二

国間協議の場や TRIPS 理事会での中国TRMと

いった多国間枠組みの場で改善を要請してきたとこ

ろ、「最高人民法院、最高人民検察院による知的財

産権侵害における刑事事件の処理についての具体

的な法律適用に関する若干問題の解釈（2）」（2007

年 4月）により、商標の不正使用及び著作物の違

法な複製も含む知的財産権に関し、閾値における

法人・個人の差の撤廃により、法人に関する閾値が

実質的に従来の3分の1に引き下げられ、また、中

国刑法第 217条に規定された「著作権侵害罪」に

関する閾値のうち、複製点数基準を1,000 から 500

に引き下げるという一定程度の改善が見られた。た

だ、商標権侵害については原則として 5万元という

閾値が維持されており、模倣品販売業者の刑事的

責任を追及することが困難となっていることの一因

であることは否定できない。

刑事罰の適用の閾値に関しては、効果的かつ抑

止力のある救済措置を定めたTRIPS 協定第 41条

や、商業的規模の商標の不正使用及び著作物の違

法な複製についての刑事罰の適用を定めたTRIPS

協定第 61条等との整合性が問題となるところ、米

国はこれらの論点について、2007 年 4月にWTO

協定に基づく協議要請を行った。2009 年 3月に

DSB会合で採択されたパネル報告書では、閾値に

関する論点については米国の行った「中国の規定す

る商業的規模が TRIPS 協定 61条等に違反する」

との主張のうち、閾値の規定自体の違法性につい

ては米国が十分な立証ができなかったとして退けら

れているものの、「商業的規模」は市場、商品、そ

の他の要素により変化しうるとの主張は認められて

おり、TRIPS 協定との整合性の観点から、中国の

実態を引き続き観察していくことが必要である。

また、刑事移送の問題については、「2010 年中国

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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知的財産保護行動計画」において、知的財産権の

刑事司法保護を強化するといった旨が記載され、さ

らに「2012 年国家知的財産権戦略実施推進計画」

において、知的財産権侵害に係る行政法執行と刑

事司法との連携作業を推進し、行政法執行と刑事

司法との情報共有化体制の整備を掲げており、具

体的には 2012 年 12月に国家工商行政管理総局か

ら「工商行政法執行と刑事司法との連携作業の強

化における若干問題に関する意見」が出された。今

後とも、不当に刑事手続に付されなかったといった

ことがないか注意を払うと共に、引き続き、中国政

府による地方取締現場への啓発・監視強化を求め

ていく必要がある。

②外国でなされた発明等の冒認出願・無審査制度

の濫用

外国において発明・考案された特許・実用新案

や創作された意匠が、中国において、発明者、創

作者以外の者によって出願、登録されてしまう事例

（冒認出願）が多数あることが、我が国企業から報

告されている。中国においては、冒認が拒絶理由及

び無効理由とはなっておらず、権利の帰属に関する

確認を求めることによる救済のみが可能である（専

利法実施細則第 85 条、第 86 条）。権利帰属確認

のための行政手続の執行や裁判の期間が長期化す

ると、市場の活性時期に発明者、創作者以外の者

による出願に基づく模倣被害を阻止することができ

ないといった事態が生ずることから、TRIPS 協定

第 41条第 1項（侵害防止のための迅速な救済措置）

の趣旨に鑑み、このような模倣被害の拡大を効果的

に防止するよう国際知的財産保護フォーラム官民合

同訪中ミッション及び中国国家知識産権局との意見

交換等を通して改善を促してきた。

また、中国では実用新案だけではなく（日本では

審査がなされる）意匠についても無審査制度を採用

しており、さらに権利行使時に、権利の有効性につ

いて審査官が作成する専利権評価報告書の提出が

義務づけられていないなど、権利濫用を防止する規

定が不十分である点が産業界から強く懸念されてい

る。我が国からは日中韓特許庁会合の枠組みや中

国におけるセミナー等を通じて、制度の相違点につ

いて理解を促すとともに、専利法改正等の公開意

見募集において権利執行時の専利権評価報告書の

提示義務化を求めるなど、改善を働きかけている。

③他人の商標やキャラクターを盗用した出願

我が国企業の商標やキャラクターが第三者によっ

て出願、登録されてしまう事例（冒認出願）が多数

あることが報告されている。このような出願が公告・

登録されてしまうと、商標権の買取要求や、名声に

フリーライドした不当な事業化、更には中国市場に

参入した本来のブランド事業者を工商行政管理局に

商標権侵害で訴える等の事業妨害等が行われるリ

スクが生じる。また、本来のブランド事業者が各地

の工商行政管理局において模倣品に対する行政取

締を申し立てた場合において、模倣品業者が冒認し

ているにも拘わらず商標を出願していることを抗弁

として主張するため、当該冒認出願に対する商標局

の判断が出るまで行政取締の実施が保留されてし

まい、模倣被害を迅速に阻止できないといった事態

が生じる。

この点については我が国としても日中間での各種

二国間協議の場や多国間枠組みの場において改

善を要請してきたところ、最高人民法院は、「知的

財産権裁判の機能を十分に発揮させ、社会主義文

化の大きな発展・繁栄を推進し経済の自主的協調

的発展を促進する上での若干の問題に関する意見

（2011年 12月施行）」を発布した。これにより、商

標の使用意図などを適切に把握して悪質な出願を

抑制することや冒認出願され商標権侵害として提

訴された場合に先行商標使用者であることの抗弁

を認めることなどが明確化された。また、2014 年

12月に行われた商標五庁会合（TM5）において

も、日本主導で各国の制度・運用に関する情報をま

とめた「悪意の商標出願に関するTM5 の制度・運

用」報告書を公表するとともに、悪意の商標出願セ

ミナーを定期的に開催し、今後も悪意の商標出願

について研究を深め、対応策を検討していくことに
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ついて合意した。今後もTRIPS 協定第 41条第 1項

（侵害防止のための迅速な救済措置）の趣旨に鑑み、

このような冒認出願による被害拡大の効果的防止に

つき注視するとともに、二国間協議や多国間枠組み

の場を通じて対処していく必要がある。

④地方保護主義

中国における知的財産権侵害に対する取締り上の

重要な問題点の1つとして、「地方保護主義」の問

題が指摘される。具体的には、取締りを担当する

地方行政機関の担当者に知的財産権の基本的理解

が欠如しており（制度・条約の内容の不完全な理解

や存在自体の不知）、更には地元業者による模倣品・

海賊版の製造行為が地元に益するものとの認識か

ら、取締りに手心を加える、取締り情報を不正商品

の製造者に内通する、といった事例が報告されてい

る。地方当局におけるこのような行為の継続は、中

国における知的財産権の迅速かつ的確な権利行使

を阻害するものであり、TRIPS協定第41条第1項（侵

害に対する効果的措置のための国内手続確保）等

との関係から問題となりうる。また、外国人・外国

法人たる権利者の救済において差別的効果を伴う

場合には、保護に関し内国民待遇を定めるTRIPS

協定第 3 条第 1項との関係からも問題となりうる。

地方保護主義については、中国政府も2010 年 10

月から2011年 6月にかけて温家宝総理の指示のも

と中国全土において知的財産権侵害を摘発する特

別活動を行い、特別活動終了後の 2011年 11月に

は活動の成果を確認するとともに摘発活動を継続的

に徹底するための方針を示した。さらにこれを受け

る形で、「知的財産権侵害と模倣・粗悪品の製造・

販売に対する摘発の更なる徹底に関する国務院の

意見（2011年 11月）」を示し、地方における法の

執行業務を指導する旨言及しているが、未だ上記の

ような地方保護主義が残存しているとの声が根強く

ある。一方で、地方政府のうちでも知的財産保護に

高い意識を有するところもある。日本企業の模倣品

被害も甚大である広東省では、広東省政府主導で

模倣品取締条例の制定や「三打両建」特別活動な

ど独自の取組が積極的に行われている、との報告

があるが、引き続き、地方保護主義が疑われる案

件への対応として中国政府による地方取締現場へ

の啓発・監視強化を求めていく必要がある。

（2）冒認商標問題
＊本件は、WTO協定をはじめとする国際ルール整

合性の観点からは明確に問題があると言えない

貿易・投資関連政策・措置であるが、以下の懸

念点に鑑み、掲載することとした。

＜措置の概要と懸念点＞

中国における商標の冒認出願問題に苦しむ日本企

業は後を絶たず、その対策は依然として中国におけ

る重要な課題の一つである。

特に、周知商標の保護が不十分である点につい

ては、我が国を始め、米国・EUもWTOにおける

法令レビューの過程で言及しており、先進国共通の

関心事項となっていた。かつて中国における周知商

標（中国法でいう馳名商標）については、中国企業

のもののみをリスト化して保護してきた経緯があり、

TRIPS 協定第 3 条（内国民待遇）との関係で問題

があったが、現在では外国の権利者の周知商標に

ついても認定が進んでいることは評価できる。しか

しながら、2014 年 5月1日施行の中国新商標法 13

条における馳名商標の保護を受けるためには、「中

国で」公衆に熟知されておらねばならないと解され

ており、また、冒認商標登録の禁止のために使うこ

とができる新商標法 32 条でも、「他人が先に使用

している一定の影響力のある商標を不正な手段で登

録してはならない」との記載があり、「中国で」と明

記はされていないものの、係争商標が中国国内で既

に使用されており、一定の影響力を有していること

が要件と解されているため、外国においてのみ周知

な商標の保護は図られていないという現状は変わっ

ていない。冒認商標出願を抑制するため、公告前

情報提供の導入・活用や、（日本商標法の第 4 条第

1項第 19 号に対応する）外国周知商標についても

出願を拒絶する規定の導入を働きかけることが望ま

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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しいと考えられる。一方で、新商標法第 15 条に追

加された新第 2 項は、他人と契約や取引関係等を

有し、その他人が使用する商標の存在を明らかに

知っている者が、同一種別の商品または類似する商

品についてその商標を出願した場合は、異議申立に

より当該出願を拒絶する規定となっており、今後の

運用動向が注目される。

（3）特許・ノウハウ等のライセンス等
への規制

＜措置の概要＞

中国においては、「技術導入契約管理条例」、「技

術導入契約管理条例実施細則」及び「技術輸出入

契約登録管理弁法」等により、外国企業と中国国

内企業との間で締結する実施許諾契約（いわゆる国

際ライセンス契約）等に対して規制が行われてきた。

＜国際ルール上の問題点＞

加盟交渉等を通じて問題とされた中国のライセン

ス等への規制についての条項は、「技術輸出入管理

条例」（以下「管理条例」という）等の施行を経て

TRIPS 協定整合的なものに近づいており、中国の

改善の取組については評価できるものの、管理条

例に含まれる数々の制限条項及び強制的な保証が、

特許権者に実施許諾契約を締結する権利を認めた

TRIPS 協定第 28 条第 2 項に関して同第 3 条（内

国民待遇）の観点から問題となりうる。

以下に、TRIPS 協定との関係で問題となり得る

点を列挙する。

̶事実上のロイヤリティ規制

1993 年以前、「技術導入契約の締結及び審査許

可の指導原則」が、純販売額を基準とした場合の

ロイヤリティ料率の上限を 5％と規定していた。当

該規定はすでに廃止されているが、依然として、合

弁企業設立時の審査に際する中国地方政府の行政

指導により、ロイヤリティ料率の上限や契約期間の

規制等が行われることもある。合弁企業設立にお

いては外国企業がライセンサーの立場になることが

多いと想定されるところ、このようなロイヤリティ料

率等に関するライセンス規制は、特許権者の実施許

諾契約締結の権利に影響を及ぼし得るものといえ、

TRIPS 協定第 3 条第 1項の内国民待遇義務に整

合していない可能性がある。

̶改良技術の帰属（管理条例第 27 条及び第 29 条

第 3項）

管理条例第 27条は、ライセンス等により供与さ

れた技術を改良した技術は、改良を行った当事者

に帰属するとしており、加えて、同条例第 29 条第 3

項は、技術受入側がライセンス等により供与された

技術について改良をなし、又は当該改良された技術

を実施することについて、技術供与側がこれを制限

することを禁止している。

一方、国内の技術の譲渡又はライセンス契約に

ついては、中国契約法第 354 条では、契約当事者

は、改良した技術成果の分配につき、契約で定め

ることができるとされており、管理条例にあるよう

な強制的な規定は見当たらない。また、契約法第

355 条は、法又は行政法規が、技術の輸出入契約、

特許契約又は特許出願契約について別段の定めを

するときには、当該別段の定めが適用されると規定

する。かかる扱いは技術輸出入に該当するライセン

ス契約の場合には、特別法である管理条例が優先

的に適用される一方、それ以外の通常の国内の技

術の譲渡又はライセンス契約には中国契約法第 354

条が適用されることを示している。

管理条例の適用対象である技術輸出入において

は , 外国企業が技術供与側の立場になることが多い

と想定されるところ、当事者の約定に関わりなく、

改良した技術が改良を行った当事者に帰属すると定

める当該条例は、技術供与側となる外国企業にの

み強制的な規定を適用しようとするものであり、内

外差別的な措置としてTRIPS 協定第 3 条第 1項の

内国民待遇義務に整合していない可能性がある。
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̶第三者の権利の侵害に関するライセンサーの義

務（管理条例第 24 条）

技術輸出入に係る技術受入側がライセンス等によ

り供与された技術を利用した結果として第三者から

権利侵害で訴えられた場合、旧条例（技術導入契

約管理条例及び技術導入契約管理条例実施細則）

ではライセンサーが応訴する義務があったが、旧条

例の廃止に伴い、当該応訴義務が廃止された。し

かし、管理条例第 24 条 2 項において、第三者の

権利侵害の主張に対する対応について協力する義

務が依然として定められている。さらに、管理条例

第 24 条 3 項には、旧条例と同様、「技術輸入契約

の受入側が供与側の供与した技術を契約の定めに

従って使用した結果、第三者の合法的権益を侵害

する場合、その責任は供与側が負う」と規定されて

おり、例えばライセンシーがライセンスされた技術を

契約に従わない用法で利用した結果として第三者の

合法的権益を侵害した場合などには、ライセンサー

が免責される可能性があるものの、免責されること

が明確になるまでは、自己が関与しない事項であっ

ても第三者に対する侵害責任について何らかの対応

をしなければならないと考えられる。

一方、国内企業間の契約の際に適用される中国

契約法（第 353 条）では、第三者の権益を侵害し

た場合の賠償責任について、当事者の契約で別途

定めることができるとされている。

従って、上記のように、管理条例において、当事

者の約定に関わりなく、第三者の権益の侵害につい

て、技術供与側が当然に一定の義務及び責任を負

うとされることは、内外差別的な措置としてTRIPS

協定第 3 条第 1項の内国民待遇義務に整合してい

ない可能性がある。

̶技術供与の完全性等の保証（管理条例第 25条）

管理条例第 25 条には、供与する技術が完全で、

瑕疵がなく、有効であり、契約に定めた技術目標を

達成することができることを供与側が保証しなけれ

ばならないという規定が旧条例から引き続き残され

ており、技術目標の達成のための強制的履行を迫

られる可能性があるため技術供与側にとっては実施

許諾契約の締結への妨げとなり得る。

このように、外国の技術供与者は、依然として技

術供与に慎重にならざるをえない状況にある。今後、

管理条例の一層の明確化及び規制緩和を要求する

とともに、中国の国内企業間で締結するライセンス

契約を含む技術供与契約に対する規制との異同を

含めて、国際的な実施許諾契約等を登録管理又は

許可する当局の運用についても、引き続き注視して

いく必要がある。

＜最近の動き＞

中国に関しては、国内法制の整備及び権利行使

（エンフォースメント）に関する制度と運用の両面に

ついて、TRIPS 協定の遵守状況を検証する経過的

レビュー（中国TRM）が、加盟議定書の規定に基

づき2001年 12月の加盟後 8 年間にわたりTRIPS

理事会にて毎年実施され、2011年 10月に最終レ

ビューが行われた。2009 年 10月及び 2011年 10月

のTRIPS 理事会の中国TRMでは、我が国より、

前述の更なる是正・改善が望まれる事項、特に模

倣品・海賊版等の知的財産権侵害品に対するエン

フォースメントの重要性等につき指摘を行った。こ

のエンフォースメントの強化の必要性については、

我が国のみならず米国・EUからも指摘がなされた。

上記ライセンサーの義務に関する問題については、

2007年及び 2008 年のTRIPS 理事会の中国TRM

において、我が国より当該条例の適用について明確

化を求めてきたところ、2008 年の理事会において

中国側より「使用者が適正な環境、方法において使

用する限り、譲渡者が責任を負うことはない。」と

の回答があった。また、2011年 10月の最終レビュー

において、我が国より当該条例の規定による内外差

別的な扱いを指摘したところ、中国は、当該条例に

内外差別的規定は存在しないと回答した。

また、国家工商行政管理総局副局長との会合

（2011年 5月、12月、2012 年 5月）、中国国家知

識産権局（SIPO）との二国間会合や日中韓、日米

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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欧中韓等における協議の場の他、民間の業種横断

的な模倣品・海賊版対策組織である「国際知的財

産保護フォーラム（IIPPF）」との IIPPFハイレベル

ミッション（2012 年 9月）においても、これらの知

的財産問題の改善を要請してきた。さらに、2009

年 6月の日中ハイレベル経済対話の際に、経済産

業省と中国商務部との間で交換した「知財保護の協

力と交流に関する覚書」に基づき、2009 年 11月、

2010 年 10月、2011年 10月に日中知的財産権ワー

キンググループを開催し、知財保護に関する幅広い

議題について中国政府と意見交換を実施した。ま

た 2009 年 8月には経済産業省と中国国家工商行

政管理総局との間で「知的財産保護の協力に関する

覚書」を締結し、同覚書に基づき、2010 年 7月、

2012 年 1月に日中模倣品事務ワーキンググループを

開催し、商標権侵害及び反不正当競争法違反に関

して中国国家工商行政管理総局と意見交換を実施

した。また、同覚書に基づき、2012 年 1月に日中

商標実務者会合を開催し、中国商標法改正の検討

状況、商標代理人の規範、及び第三者による商標

出願・登録の問題（冒認商標出願問題）に関して中

国国家工商行政管理総局と意見交換を実施した。

中国政府に対しては、引き続きこれら様々な協議の

場を利用して、中国国内における知的財産法制の整

備状況について確認を行いつつ、併せて、制度の

運用面についても確認し、問題点があれば是正を

求めていくことが必要である。

また、中国政府によるエンフォースメント強化を

実現するためには、同時に中国政府の各種行政当

局の能力向上が不可欠であり、こうした観点から、

我が国では研修生受け入れ、専門家派遣及び各種

セミナー等により支援を行っている。加えて、法制

度の更なる改善の観点から、専利法・商標法等の

改正に係る意見交換等中国における制度改善のた

めの協力を行っている。中長期的視野に立って、司

法部門及び審査・執行を担当する行政部門におけ

る専門的人材の育成、知的財産保護・尊重の必要

性に関する一般への普及啓発活動等の多面的な取

組がなされることも重要である。更に、民間ベー

スにおいても、中国当局の一層の取組を促し協力

する観点から、個別企業による取締要請や情報提

供、IIPPFによる取締り能力強化のための協力、

欧米企業も参加している「優良ブランド保護委員会

（QBPC：Quality Brands Protection Committee）」

を通じた働きかけ等の各種活動を行っている。この

ような活動を支援するため、JETROでは、日本企

業への各種情報提供を行っている他、相談窓口を

北京・上海・広州に設置し中国政府との橋渡しを行っ

ている。日本政府としても、民間企業の積極的活動

を奨励するとともに、一層の促進が図られるよう必

要な支援を行うことが重要である。

特許・ノウハウ等のライセンス等への規制に関し

ては、第三者侵害保証責任にかかる内外差別的な

扱いを含めた管理条例等の技術移転に関する規制

が対中国への投資の阻害要因になっていることが、

日中韓自由貿易協定（FTA）産学官共同研究会合

（2010 年 12月初旬の第 3 回会合、2011年 12月の

第 7回会合）において指摘されている。今後もこの

ような二国間・多国間協議等を通じて、管理条例の

一層の明確化及び規制緩和を働き掛けていくことが

重要である。また、中国独占禁止法第 55 条におけ

る知的財産権行使への適用除外規定に関連し、中

国国家工商行政管理総局より「知的財産権を濫用

し、競争を排除又は制限することを禁止する工商行

政管理局規定」案の意見募集稿が 2014 年 6月に

公表されている。上記規定の制定版は 2015 年 3月

現在未公表であるが、当該規定により明確化される

であろう独占禁止法の適用範囲等について、今後の

動向を注視していく必要がある。
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知的財産に関してこれまでに整備された主な法令

①専利法（2009 年 10月施行）

1984 年 3月の第 6 回全国人民代表大会常務委員

会で採択された、特許・実用新案・意匠の保護を担う

「専利法」は、現在第三次改正版である。

また、第四次改正に向けた手続として、2013 年 3

月には中国国家知識産権局（SIPO）より、最新の改

正案の意見募集稿が公表されたことから、我が国は

同年 4月1日には中国日本商会を通じて意見書を提

出した。改正案は、現在国務院弁公室で検討中であ

る。その改正案の特徴としては、エンフォースメント

強化のため、専利権侵害に対する行政摘発が盛り込

まれたこと及び懲罰的賠償が導入されたことや、意匠

の権利保護期間が延長された（15 年）こと等である。

残る課題としては、実用新案や意匠が無審査で登録

されるにもかかわらずそれらに係る紛争が生じた場合

であっても評価報告の提出が義務付けられていないこ

と、実用新案技術評価書に基づかずに、又はその他

相当の注意を払わずに権利行使した場合で実用新案

登録の無効審決が確定した場合、その権利行使によ

り相手方に与えた損害を賠償する責めを負うといった

規定がないこと等が上げられる。

なお、専利法は 12 回全人代立法の優先項目となっ

ており、優先的に成立が図られるものと推測される。

②商標法（2014 年 5月施行）

1982 年 8月に制定された商標法は、2001年 10月、

全国人民代表大会常務委員会において、改正が決定

され、同年 12月から施行された。さらに、新商標法

が採択され、2014 年 5月から施行された。新商標法

は、出願人の利便性向上や公平競争の市場秩序の維

持、商標権の保護強化等を目指したものであり、具

体的な特徴としては以下のものがある。すなわち、商

標審査期限の規定（商標出願審査の 9ヶ月以内の完

了等）、異議申立制度の変更（異議申立不成立の場合

は直ちに商標登録される）、馳名商標の宣伝広告使用

の禁止、契約・業務関係等を有する者による冒認出

願の禁止、商標専用権の保護強化（法定賠償額の 50

万元から 300 万元への引き上げ、懲罰賠償の導入）、

商標代理業務の規範化（罰則規定の創設）等である。

この新商標法は基本的に評価すべき項目を多く含ん

でいるが、冒認出願が依然として非常に多い中国の

実情を踏まえると、異議申立不成立の場合は直ちに商

標登録されることにより、冒認出願につき争う機会が

少なくなってしまうことや、早い段階で我が国の権利

者の行為が（形式的には）侵害行為となってしまう可

能性があること、さらに外国周知商標が出願拒絶事

由となっていないこと等、冒認出願対策の点をはじめ

として、課題も多く残る。

したがって、今後は、新商標法に基づく運用を注

視する必要がある。

③著作権法（2010 年 4月施行）

2010 年 4月に施行された「著作権法」は、近々改

正が予定されており、2013 年 1月国務院法制弁公室

から意見募集稿が公表され、同年 3月1日中国日本

商会が意見書を提出している。この募集稿では、行

政罰の金額を引き上げること、司法救済の場面におい

て賠償金額の算定方法を選択できるようにすること、

法定賠償金額の上限を引き上げること、懲罰賠償を

規定すること、裁判所を通じた証拠収集手段を強化

すること、行政による処分の行使要件から、「公共の

利益の侵害」要件を削除すること、さらに技術保護

手段回避規制、権利管理情報改ざん等の規制につい

てラジオ番組・テレビ番組にも適用対象を拡大するこ

とを規定する等、知財保護強化に資する内容が盛り込

まれており評価できる。しかしながら、著作権集団管

理に関する規定でさらなる改善が望まれること、職務

著作・実演において従業員に奨励を与えることが義務

化されたこと、許諾を得ずして著作権を使用できる場

面を広く認めること等、懸念される点も挙げられる。

なお、著作権法は、専利法と同様第 12 回全人代

立法の優先項目となっており、優先的に成立が図られ

るものと推測される。

コ ラ ム
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政府調達

［加盟に伴う約束］
政府調達協定はすべてのWTO加盟国が受諾を

義務づけられるわけではない協定、いわゆる複数

国間協定として、本協定への加盟を選択する国だけ

を拘束するルールとされているため、加盟国は先進

国を中心とする一部の国にとどまっている。中国は

WTO加盟時に、政府調達協定に将来加盟すること、

当面はオブザーバーとして参加すること、政府調達

手続について透明性を確保すること、外国から調達

する場合は無差別待遇を供与すること等を約束して

おり、WTO加盟後、政府調達委員会のオブザーバー

資格を得ている。

2007年 12月、中国は政府調達協定加盟申請及

び附属書 Iの初期オファーを提出し、加盟交渉が

開始された。しかし、初期オファーについては様々

な問題点が指摘され、各国から早期の改訂オファー

の提出が要請された。これを受け、中国は 2010 年

④インターネット取引管理弁法（2014 年 3月施行）

インターネット商品取引の健全な発展を目的として、

インターネット商品取引及び関連のサービスを行う者

（第三者取引プラットフォーム経営者を含む）の義務

等が定められ、インターネット商品取引及び関連サー

ビス行為に関する管理暫定弁法として 2010 年 7月か

ら施行されていたが、2013 年 9月にその改定案が意

見募集に付され、さらに修正を踏まえたものが 2014

年 3月から、インターネット取引管理弁法として施行さ

れた。権利者にとって特に重要と考えられる第三者取

引プラットフォームサービス経営者の義務として、商標

権等の保護、インターネット上の違法行為（商標権侵

害や不正競争行為を含む）の取締りへの協力、信用

評価システムの構築などが含まれている一方で、当該

プラットフォームサービスを利用している者が知財権を

侵害した場合に、その者に関する情報を提供する義

務については規定されていない。また、その他の特徴

としては、工商登記登録の条件を具備せずインターネッ

ト商品取引に従事する自然人は、第三者取引プラット

フォームを通じて営業活動を行わなければならないと

されていることや、違法の疑いがあるインターネット商

品取引等の行為を摘発するときに、工商局が現場検

査や、契約書や帳簿等の関係するデータ・資料をチェッ

クすること等ができること等がある。

この弁法に基づき可能となる権利者の法的及びそ

の他の手段等を確認していくとともに、その内容を日

本企業等に周知するための活動も行っていく必要があ

る。

⑤最高人民法院による専利権侵害をめぐる紛争案件

の審理における法律適用の若干問題に関する解釈

の改正（2013 年 4月施行）

本改正により、最高人民法院が、状況に基づいて

特許紛争に係る第一審の案件の管轄として、基層人民

法院を指定することができるということが規定された。

⑥信用を失墜した被執行人名簿情報の公布に関する

最高人民法院の若干の規定（2013 年 10月施行）

「履行能力があるにも拘わらず効力が発生した法律

文書における確定義務を履行しない者」に対する制

裁として、その者をリストに載せ、広く社会に向けて

公開することで、そのリストに掲載された者は借り入

れ等が事実上制限されるという取り組みを規定したも

のであり、現在多くの権利者が直面している、知財訴

訟で勝訴したにも拘わらずその履行がなされないとい

う事態等の改善に大きく寄与することが期待される。

⑦人民法院の裁判文書のウェブサイトでの公開に関

する規定（2014 年 1月施行）

効力が発生した人民法院の裁判文書は、原則とし

てインターネット上に公開されなければならないことが

規定された。従来は、重要な判例であっても公開され

ていないものがあったため、TRIPS 協定第 63 条に

規定される透明性の確保義務の観点から問題である

とともに、実務上も中国の法制の分析・検討において

困難を生じていたが、本規定により重要な改善がなさ

れることとなった。
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7月に改訂オファー、2011年 11月に第 2 次改訂オ

ファー、2012 年 11月に第 3 次改訂オファー、2013

年 12月に第 4 次改訂オファー、2014 年 12月に第

5 次改訂オファーを提出したが、その内容はいまだ

不十分であるとの指摘がなされており、次の改訂オ

ファーにおいて更なる改善がなされることが期待さ

れる。

［実施状況・問題点］
中国は、将来の政府調達協定への加盟に備え、

2002 年 6月の第 9 期全国人民代表大会常務委員

会第 28 回会議において、「政府調達法」を採択し、

2003 年 1月から施行している。

同法は、政府調達行為を規範化する法律であり、

適用範囲（調達機関、調達物品等）、調達方式（公

開入札、競争入札等）、調達手続、苦情申立て手

続等多くの面について政府調達協定の内容に近い

規定を設けているが、一部協定の規定との差異も

存在している。

＊以下の措置は、中国が政府調達協定に加盟して

いない現時点ではWTO協定をはじめとする国際

ルールに違反するとは明確にはいえないが、他

方、加盟交渉中に議論され得ることから、政府

調達協定との整合性という観点から問題となる

点について記載することとした。

・調達対象

政府調達協定が、協定の適用対象となる機関に

よって行われる基準額以上の物品とサービスの調達

について、原則的に内外差別を禁じていることに対

し、中国の「政府調達法」は、3 つの特定の状況

（①調達する物品サービスが中国国内では調達でき

ない、あるいは合理的な商業的条件では調達でき

ない場合、②国外で使用するための調達、③その

他の法律、行政法規が別途規定する場合）を除き、

本国の製品、サービスを調達しなければならないと

している。これは政府調達協定の内国民待遇原則

と相容れないものであり、中国の協定加盟にあたっ

て問題とされる可能性が高い。2009 年 5月には、

国家発展改革委員会、商務部など政府関係 9 機関

が、「国内消費の拡大によって経済成長を促進する

戦略を貫徹し、より厳格にインフラ建設の入札募集

及び入札者を監督・管理することに対する意見に関

する通知」を発表し、その中で、政府投資項目が

政府調達に属し、調達の工程・貨物あるいはサービ

スが合理的な商業条件で中国国内では得ることが

できないなど法令で定められた状況以外では、国

内製品を調達すべきである、輸入製品を調達しな

ければならない場合、調達する前に、国家の規定

に従って、当該部門に申請して必ず審査と承認を得

ることが必要であることとした。これは、政府調達

法に基づく従来の政策の再確認であると考えられる

が、経済・金融危機により世界的に保護主義圧力

が高まっている状況において、新たな保護主義的政

策が講じられたとの認識を広げるものであった。

2009 年 11月に科学技術部、国家発展改革委員

会及び財務部が公表した「自主イノベーション製品

認定制度」は、①コンピュータ及び関連機器、②

通信機器、③最新オフィス機器、④ソフトウェア、

⑤新エネ及び設備、⑥高効率省エネ製品について、

中国で知的財産権の所有権を保有していることや、

商標の初期登録地が中国であること等を条件に「国

家自主創新製品」として認定し、政府調達の際に

優遇を行うものである。本制度は、外国企業の製

品に対し差別的な措置となる可能性があり、G20 等

における保護主義への反対という首脳間でのコミッ

トメントに相反するものとなるおそれも強いことか

ら、我が国の政府、産業界ともに強い懸念を有して

おり、同年12月には在中国日本国大使館よりレター

を発出して懸念の表明を行った。

その後、2010 年 4月、科学技術部、国家発改

委及び財政部は「2010 年国家自主イノベーション製

品認定業務の展開に関する通知」を発表し、5月

10日までパブリックコメントを受け付け、同日に即

日施行するとした。これは 2009 年に公表された自

主イノベーション製品認定制度と本質的な変化はな

く、外国企業の製品に対し差別的な措置となる可能

性があることから、我が国は政府から中国にレター

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置



63

第
Ⅰ
部

第
１
章

中　

国

第１章　中国

を発出し、産業界からもパブリックコメントを提出し

て懸念を表明した。各国からの懸念を受けて、中

国は、5月10日からの施行の事実上の中断を発表

した。2011年 5月、米国は、第 3回米中戦略経済

対話の成果として、中国が政府調達の優遇と自主イ

ノベーション製品をリンクさせないよう条例案を見直

すと表明した旨発表した。その後、6月、中国財政

部はホームページ上で「自主創新製品の政府購買予

算管理弁法など 3件の文書の執行停止に関する通

知」を発表し、自主イノベーション製品認定制度の

関連規則の一部の執行を停止した。また、国務院

が地方政府に対し、政府調達の優遇と自主イノベー

ションをリンクさせるカタログを12月1日までに廃

止するよう要求する通知を発した。我が国としては、

中国が中央・地方政府ともに自主イノベーション製

品認定制度を政府調達の優遇対象としないことに

ついて、その制度廃止後の実施状況について引き続

き注視していく。

また、2009 年 12月に工業情報化部、科学技術

部、財政部、国有資産監督管理委員会により発表

された「重大技術装備自主創新指導目録」の改訂

版が 2012 年 1月に発表され、19 の重大技術装備

領域及び 260 の装備項目が収録された。本通知で

は、各地方の工業、財政、科学技術及び国有資産

監督管理部門は、目録の内容を参照し、当該地区

や業種の現状と結びつけ、重大技術装備の自主イノ

ベーションの推進を加速させなければならないと規

定されている。目録に入選した装備・製品は、国家

重点建設工程や企業技術改造に必要とされ、また

国家発展戦略の安全情報に関係する重要技術装備

であるとされる。更に、目録に収録されている商品

は優先的に政府の関連科学技術及び商品開発計画

に選ばれ、産業化のための融資を獲得できるのみ

ならず、商品開発が成功した後、国家自主イノベー

ション商品として認証される場合にも、優先的に「政

府調達自主イノベーション商品目録」に選定され、

政策的に優遇される。本目録の発表により、政府

調達等における外国企業の製品への影響が懸念さ

れる。

2010 年 1月には政府調達法の実施条例案が公表

されたが、WTO政府調達協定に挙げられているよ

うな内外無差別といった原則・規定に合致しない点

や、基準、指針が不明確であり透明性に欠けること、

外国製品や外国企業が差別的な取り扱いをうけるこ

と等の懸念があることから、我が国は、同年 2月、

実施条例を政府調達協定と整合的なものとするよう

求めるとともに、同協定への中国の早期加盟を強く

期待する旨の意見を提出した。また、我が国産業

界からも実施条例案を政府調達協定と整合的なも

のにするよう求めるなどの意見を提出している。こ

れらのパブリックコメントを受けた実施条例の最終

案は公表されていない。

また、2010 年 5月に公表された政府調達国内製

品管理弁法案は、国内製品について、「中国国内で

生産され、国内生産コスト比率が 50％を超える最

終製品」と定義し、その認定方法等を定めている。

我が国政府及び産業界は 6月、管理弁法案に対し

ても、政府調達協定の原則に合致しないなどとの意

見を提出した。パブリックコメントを受けた管理弁

法の最終案は公表されていない。

更に、財政部は、2012 年 5月に「中央予算単位

政府調達管理の強化に関連する事項に関する通知」

を発表し、その中で、中央部門は政府調達におい

ては省エネルギー・環境保護をサポートし、正規版

のソフトウェアを調達し、自国製品を調達するなど

の政府調達政策を率先して実施しなければならない

こと、輸入製品に対する政府調達に係る管理規定

を厳格に執行し、国内産業が既に成熟している製

品については、原則として輸入製品を調達してはな

らないこと、輸入製品の調達が比較的多い部門は、

専門家による再審査制度を構築し、当該部門が調

達申請する輸入製品の項目に対して厳格に審査し

なければならないことを定めている。

・調達基準額

政府調達協定では、各加盟国の「中央政府機関」、

「地方政府機関」及び「その他公的機関」による物

品・サービスの調達が協定の対象かどうかを決める
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基準額は、協定附属書においてそれぞれ特定され、

同じ形態の機関間で一律に適用されている。しか

し、中国においては統一的な調達基準額の規定は

存在せず、「集中調達目録」と「政府調達限度額標

準」が、中央予算による調達であれば国務院によっ

て、地方予算による調達であれば省レベル政府又

はその権限を委譲された機関によって定められてい

る。例えば、経済発展の著しい北京市政府の 2014

年の調達限度額標準は、貨物類、サービス類が 50

万元（8.4 万ドル相当）、工事類が 100万元（16.8 万

ドル相当）である一方で、経済的に立ち遅れている

地域の調達限度額標準は基本的に低い水準を維持

する（例えば新疆・ウイグル自治区の場合、2014 年

の貨物類、サービス類と工事類の調達限度額標準

は 10万元（1.6 万ドル相当）、5万元（0.8 万ドル相当）、

30万元（5.0 万ドル相当））など、地域により調達基

準額が異なる状況となっている。このような統一さ

れていない調達基準額は、入札手続を煩雑にして

いる。

・入札方式

政府調達協定は、一般的な入札方法として、公

開入札及び選択入札（調達機関によって入札を招請

された供給者のみ入札可能な方式）を定め、一定

の要件のもと、限定入札（技術的な理由により競争

が存在しない場合等、調達機関が選択した供給者

と個別に折衝する調達方法）又は交渉（調達機関

が入札の長所及び短所を確認するために行う交渉）

を認める旨規定している。近年中国政府は、政府

調達にあたって主に公開入札制を採用しており、こ

れによって政府調達における公開入札の割合が大き

く上昇し、2012 年には 83.8%に至っていた。2013

年には 83.3%と、2012 年より0.5 ポイント低下した

が、依然として公開入札の割合は高い。一方、中国

の政府調達法では、上記 4 種類の入札方法の他に、

複数見積もり等の入札以外の方式を採用する余地

が残されている。

・透明性の確保

政府調達協定は、調達手続に関する透明性の確

保を重視し、調達計画や落札、調達手続等に係る

情報提供について厳格かつ詳細に規定している。

中国の政府調達法における規定は、原則を定め

たものであり、財政部は「政府調達貨物とサービス

入札参加管理方法」、「政府調達情報公告管理方

法」、「政府調達供給者商苦情訴え処理方法」を公

布し、2004 年 9月より施行するなど、関連の実施

細則を制定している。

中国の政府調達法は、政府調達の情報は指定メ

ディアで開示すべきとの抽象的な定義だけにとど

まっているものの、中国政府や各地方政府は、調達

目録の公開、調達入札の公開と調達条件の公表等

の規定を作成し、透明性確保の取組を進めている。

具体的には、財政部が公布した「政府調達情報公

告管理方法」（2004 年 9月施行）は、国家秘密や、

サプライヤーの商業秘密、及び法律・法規が規定

した秘密保守の政府調達情報を除き、中国の政府

調達の各種情報は指定メディアで公開すべきとして

いる。また、「中国財経報」（中国財政部主管の新

聞）、「中国政府調達」（雑誌）、「中国政府調達ネッ

ト」は中国財政部が指定した政府調達情報開示の

メディアとして、無料で政府調達の情報を公開して

いる。情報公開面から見れば、政府調達に関する

透明度は高まっており、中国政府調達ネットだけで

公開された情報件数も、毎年大幅に増加している。

第Ⅰ部　各国・地域別政策・措置
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＜図表Ⅰ‐ 1‐ 7＞　中国政府調達ネットによる情報公開の状況

WTO紛争解決手続と中国の対応
中国は 2001年 12月11日にWTOに加盟したが、

それ以降、目覚ましい経済発展をとげ、世界経済の

成長にとって重要なプレーヤーとなっている。また、

中国は日本にとって最大の貿易相手国であり、アジア

における自由貿易を推進するパートナーでもある。

他方で、本報告書において指摘を続けているよう

に、WTOルールとの整合性の観点からも改善が求め

られる貿易政策・措置がWTO加盟から10 年以上を

経た現在においても散見されている。このコラムでは、

WTO加盟以降の中国による、国際貿易ルールの遵守・

執行に関する姿勢の変化について簡単に整理する。

①中国の紛争案件

中国は世界貿易のみならず、WTO 紛争解決制度

においても重要なプレーヤーになっている。2001年の

加盟以降、2004 年までの間、中国が WTO 紛争解

決制度を活用した事案は 1件（DS252：米国－鉄鋼セー

フガード）のみであったが、2006 年以降は協議要請・

被協議要請ともに対中紛争案件が急増し、2014 年末

現在、協議要請 12 件、被協議要請 32 件、合計 44

件となっている。中国は自国の利益を守るため同制度

の活用を始めているが、現在では、日本や韓国の紛

争解決制度の利用数を上回る、メインプレーヤーにな

りつつある。世界貿易に占める中国のプレゼンスが高

まっていく中、WTO 紛争解決制度の趣旨、すなわち

国際的な貿易紛争を政治化させずに、準司法的な手

続に従って国際ルールに基づいた解決を目指す機会

が増えている。

コ ラ ム

2009 2010 2011 2012 2013 2014

67,186 73,681 124,183 145,547 175,604 222,423

77,778 67,331 148,282 193,163 233,647 304,663

/ 116 91 119 133 133% 137%

2015 1 27

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 total

協議要請 0 1 0 0 0 0 1 1 3 1 1 3 1 0 12

被協議
要請 0 0 0 1 0 3 4 5 4 4 2 7 1 1 32

②WTO 紛争案件に対する中国のこれまでの対応

中国は、WTO 紛争解決制度において敗訴した事

案や明らかなWTO協定違反の事案について何らか

の措置の改善・是正を実施する傾向が認められ、中

国に対してWTO 勧告不履行による対抗措置（同

22.6 条）が提起された例はこれまでない。ただし、

中国－GOES（米国産電磁鋼板相殺関税及びAD税、

DS414）のように、是正が不十分であるとして履行確

認パネル（紛争解決手続 21.5 条）で争われている事

例もあり、履行内容については注視が必要である。

中国のWTO 加盟前の 2001年に、日本がネギ・

シイタケに関するセーフガード発動の仮決定を行った

際、中国は、対抗的措置（自動車・携帯電話の関税

100％引上げ）を発表し日中両国間で問題となったが、

加盟後は、WTO上の貿易救済措置をめぐり対抗的

な発表を行うといった問題は生じていない。一方、最

近、米国やEUが中国産品に対するアンチ・ダンピン

グや相殺関税の調査・措置を決定した時期に近接して、

中国が米国産品やEU産品に対して、アンチ・ダンピ

ング調査や相殺措置を実施し、それがWTO 紛争に

発展した事例（DS422：中国－米国からの鶏肉製品に

対するアンチ・ダンピング措置及び相殺措置）が生じ
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ている。

2009 年に米欧墨が行ったWTO協議要請及びパネ

ル設置要請に基づく原材料 9 品目に関する紛争解決

手続（DS394、395、398）では、中国の違反を認定

したパネル及び上級委員会の報告書を受けて、中国

政府は 2012 年末の履行期限までに勧告を履行（ボー

キサイト、コークス、蛍石、マグネシウム、マンガン、

亜鉛、シリコンメタルの 7品目について輸出税及び輸

出枠を撤廃。また、亜鉛と黄リンは議定書遵守の譲

許レベルを維持）しており、貿易相手国が WTO 紛

争解決手続を活用して中国の措置是正を実現した好

例と言えるとともに、中国が問題を政治化することな

く、真摯にWTOルールに従った対応をとっていると

評価できる。また、2012 年に日米欧が行ったレアアー

ス等原材料輸出規制（輸出数量制限、輸出税等）に

対するWTO協議要請及びパネル設置要請（DS431、

432、433）についても、日米欧の主張を全面的に認

めたパネル及び上級委員会の報告書を受けて、中国は、

2015 年 1月をもって輸出数量制限を撤廃している（輸

出税については賦課を継続しており、我が国としては、

履行期限である2015 年 5月2日までの撤廃を引き続

き求めていく）。

このように、中国はWTO 紛争解決制度の活用に

慣れつつあり、ルールを重視する姿勢を示しているこ

とから、世界の中でルール執行の側面においても主

要なプレーヤーになることが期待される。他方で、未

だ国際ルールに照らして問題のある措置は残っており、

国際貿易体制を支える主要国の一つとして一層責任あ

る行動が望まれる。
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